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第１章 計画策定にあたって 
 

第１節 計画策定の目的                      

 

わが国は総人口が減少し続ける一方、高齢者人口は急激に増加しています。内閣府の「令

和２年版高齢社会白書」によると、令和元（2019）年 10 月 1 日現在の日本の総人口は１

億 2,617 万人で、そのうち 65 歳以上の高齢者は 3,589 万人、高齢化率は 28.4％となっ

ています。今後、団塊世代が 75 歳以上となる令和７（2025）年、団塊ジュニア世代が 65

歳以上となり、現役世代が急減する令和 22（2040）年を控え、医療・介護需要の拡大や社

会保障費の急激な増大など、我が国における高齢化の問題はますます深刻になっていくこと

が予想されます。 

国ではこれらの情勢を踏まえ、高齢社会を乗り越える社会モデルの実現のため、医療・介

護・介護予防・生活支援・住まいの各分野が互いに連携しながら支援する「地域包括ケアシ

ステム」の構築に取り組んできました。そのような中、平成 28（2016）年７月に「我が事・

丸ごと」地域共生社会実現本部が設置され、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」[H1]「受

け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が「我が事」として参画し、人と

人、人と資源が、世代や分野を超えて「丸ごと」つながることで、住民一人ひとりの暮らしと

生きがい、地域をともに創っていく「地域共生社会」の実現が目標とされています。 

高齢者人口が増加し長期化する高齢期を、どのように元気にいきいきと過ごすか、どのよ

うに介護が必要な状態にならないようにしていくかが特に重要となっています。 

本町は、平成 30 年３月に策定した「第７期鰺ヶ沢町介護保険事業計画・高齢者保健福祉

計画」に基づき、団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年に向けて、「魅力ある自然のなか

で、高齢者が健康で生きがいを持って [H2]いつまでも自立し自発的に社会参加ができる助け

合いのまち」を基本理念に、「地域包括ケアシステムの深化・推進」と「介護保険制度の安定

性の確保」を柱に、施策を展開しています。 

この[H3]町に暮らす高齢者の誰もがいつまでも健康に、そしていつまでも安心して暮らせ

るまちづくりを目指して、2025 年と現役世代が急減する 2040年の双方を念頭に、地域共

生社会の実現と地域包括ケアシステムの深化を目指した施策を展開し、高齢者がより住みや

すい鰺ヶ沢町を目指して本計画を策定しました。 
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第２節 計画策定の背景 

 

第８期（令和３年度～令和５年度）においては、第７期計画での目標や具体的な施策を踏

まえ、団塊の世代が 75 歳以上に到達する令和 7（2025）年を目指した地域包括ケアシス

テムの整備、更には、団塊ジュニア世代が 65 歳以上となり現役世代が急減する令和 22

（2040）年を念頭に、高齢者人口や介護サービスのニーズを中長期的に見据え、[H4]第８期

計画に位置づけることが求められています。 

 

１ 第８期介護保険事業計画において記載を充実する事項 

国は、第８期介護保険事業計画において記載を充実する事項として、次の７項目をあげ

ています。 

 

(1) 2025・2040年を見据えたサービス基盤、人的基盤の整備 

いわゆる団塊世代が 75歳以上となる令和７（2025）年、団塊ジュニア世代が 65 歳

以上となる令和 22（2040）年の高齢化の状況及び介護需要を予測し、第８期計画で具

体的な取組内容や目標を計画に位置づけることが必要となっています。 

なお、サービスの基盤整備を検討する際には「介護離職ゼロ」の実現に向けたサービ

ス基盤整備、地域医療構想との整合性を図る必要があります。 

 

(2) 地域共生社会の実現 

「地域共生社会」とは、社会構造の変化や人々の暮らしの変化を踏まえ、制度・分野ご

との「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主

体が参画し、人と人、人と資源が、世代や分野を超えつながることで、住民一人ひとり

の暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会を目指すものです。この理念や考え

方を踏まえた包括的な支援体制の整備や具体的な取組が重要となります。 

 

(3) 介護予防・健康づくり施策の充実・推進（地域支援事業等の効果的な実施） 

可能な限り住み慣れた地域で自立した日常生活を営むことができるよう、介護予防・

健康づくりの取組を強化して健康寿命の延伸を図ることが求められます。 

 

(4) 有料老人ホームとサービス付き高齢者向け住宅に係る都道府県・市町村間 

の[H5]情報連携の強化 

高齢者が住み慣れた地域において暮らし続けるための取組として、「自宅」と「介護施

設」の中間に位置するような住宅も増えており、また、生活面で困難を抱える高齢者が
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多いことから、住まいと生活支援を一体的に提供する取組も進められているところです。 

こうした状況を踏まえ、有料老人ホームとサービス付き高齢者向け住宅の質を確保す

るとともに、適切にサービス基盤整備を進めることが必要です。 

 

(5) 認知症施策推進大綱等を踏まえた認知症施策の推進 

「認知症施策推進大綱」を踏まえ、認知症の発症や進行を遅らせ、認知症になっても

尊厳と希望を持って日常生活を過ごせる社会を目指し、認知症の人や家族の視点を重視

しながら、「共生」と「予防」を車の両輪として施策を推進していく必要があります。 

 

(6) 地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び業務効率化の取組の強化 

現状の介護人材不足に加え、令和７（2025）年以降は現役世代（担い手）の減少が顕

著となり、地域包括ケアシステムを支える介護人材の確保が大きな課題となります。 

このため、第８期計画に介護人材の確保について取組方針等を記載し、計画的に進め

るとともに、県と連携しながら進めることが必要です。 

 

(7) 災害や感染症対策に係る体制整備 

介護事業所等と連携し、防災や感染症対策についての周知啓発、研修、訓練を実施す

るとともに、食料、飲料水、感染防護具、消毒液など必要な物資について、備蓄、調達、

輸送体制をあらかじめ整備することが必要です。 

また、都道府県と市町村が連携し、災害、感染症発生時の支援、応援体制を構築してい

く必要があります。 

 

２ 介護保険制度改正の主な内容 

地域共⽣社会の実現のための社会福祉法等の⼀部を改正する法律（令和２年法律第 52

号）の概要については、以下のとおりです。 

 

(1) 改正の趣旨 

地域共生社会の実現を図るため、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応す

る包括的な福祉サービス提供体制を整備する観点から、市町村の包括的な支援体制の構

築の支援、地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の推進、医

療・介護のデータ基盤の整備の推進、介護人材確保及び業務効率化の取組の強化、社会

福祉連携推進法人制度創設等の所要の措置を講ずる。 
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(2) 改正の概要 

ア 地域住⺠の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市町村の包括的な支援体制の

構築の支援【社会福祉法、介護保険法】 

市町村において、既存の相談支援等の取組を活かしつつ、地域住⺠の抱える課題解

決のための包括的な支援体制の整備を⾏い、新たな事業及びその財政支援等の規定を

創設するとともに、関係法律の規定の整備を⾏う。 

 

イ 地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の推進 

【介護保険法、老人福祉法】 

① 認知症施策の地域社会における総合的な推進に向けた国及び地方公共団体の努

⼒義務を規定する。 

② 市町村の地域支援事業における関連データの活用の努⼒義務を規定する。 

③[H6] 介護保険事業（支援）計画の作成にあたり、当該市町村の人口構造の変化の

見通しの勘案、高齢者向け住まい（有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住

宅）の設置状況の記載事項への追加、有料老人ホームの設置状況に係る都道府県・

市町村間の情報連携の強化を行う。 

 

ウ 医療・介護のデータ基盤の整備の推進 

【介護保険法、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律】 

① 介護保険レセプト等情報・要介護認定情報に加え、厚生労働大臣は、高齢者の状

態や提供される介護サービスの内容の情報、地域支援事業の情報の提供を求める

ことができると規定する。 

② 医療保険レセプト情報等のデータベース（NDB）や介護保険レセプト情報等のデ

ータベース（介護 DB）等の医療・介護情報の連結精度向上のため、社会保険診

療報酬支払基金等が被保険者番号の履歴を活用し、安全性を担保しつつ正確な連

結に必要な情報を提供することができることとする。 

③ 社会保険診療報酬⽀払基⾦の医療機関等情報化補助業務に、当分の間、医療機関

等が⾏うオンライン資格確認の実施に必要な物品の調達・提供の業務を追加する。 

 

エ 介護人材確保及び業務効率化の取組の強化 

【介護保険法、⽼⼈福祉法、社会福祉⼠及び介護福祉士法等の一部を改正する法律】 

① 介護保険事業（支援）計画の記載事項として、介護人材確保及び業務効率化の取

組を追加する。 

② 有料⽼⼈ホームの設置等に係る届出事項の簡素化を図るための⾒直しを⾏う。 

③ 介護福祉士養成施設卒業者への国家試験義務付けに係る現⾏５年間の経過措置
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を、更に５年間延⻑する。 

 

オ 社会福祉連携推進法⼈制度の創設【社会福祉法】 

社会福祉事業に取り組む社会福祉法人や NPO 法人等を社員として、相互の業務連

携を推進する社会福祉連携推進法⼈制度を創設する。 

 

 

第３節 計画の位置づけ 
 

(1) 法的な位置づけ 

65 歳以上のすべての高齢者を取り巻く介護・保健・医療・福祉の問題に対して、本町

が目指すべき基本的な目標を定め、その実現に向かって取り組むべき施策を明らかにす

るため、介護保険法第 117条の規定に基づく「介護保険事業計画」と老人福祉法第 20

条の８の規定に基づく「高齢者保健福祉計画」を作成します。 

なお、両計画は、密接な関連性を持つことから一体のものとして策定します。 

 

(2) 鰺ヶ沢町での施策体系での位置づけ 

本町の最上位計画である「鰺ヶ沢町総合計画」や地域福祉の基本的方針を示した「鰺

ヶ沢町地域福祉計画」の内容を踏まえて、高齢者施策の個別計画として策定するもので

す。また、関連する「鰺ヶ沢町健康増進計画」[H7]「鰺ヶ沢町障がい者計画」「鰺ヶ沢町

地域防災計画」などの個別計画や、教育・住宅・交通などの施策分野とも調和・連携を図

っていきます。 

 

(3) 関係機関・その他計画等との関連 

国の関連法制度・計画や、青森県が定める「あおもり高齢者すこやか自立プラン計画」

等との整合性を図ります。また、2015 年の国連サミットで採択された「持続可能な開

発目標（SDGs）」の 17のゴール（目標）のうち、本計画と関連性が高い目標である「３ 

すべての人に健康と福祉を」「10 人や国の不平等をなくそう」「11 住み続けられるま

ちづくりを」の実現に向け、本計画を推進していきます。 
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第４節 計画期間 
 

本計画の期間は、令和３年度から令和５年度までの 3 年間とします。 

なお、団塊の世代が 75 歳以上となる令和７（2025）年と、団塊ジュニア世代が 65 歳

以上となり現役世代が急減する令和 22（2040）年の双方を見据えた中長期的な視点を持つ

ものですが、法制度の改正や社会情勢等の状況に応じて随時見直し、改善を図るものとしま

す。 

【計画期間】 

年度 H27-29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8  R22 

団塊の世代が 65 歳に  団塊の世代が 75 歳に         

  団塊ジュニア世代が 65歳に 

 

 

  

 

 

 

  

 

   

 

 

  

 

 

第５節 日常生活圏域の設定 
 

高齢者が要介護状態となってもできる限り住み慣れた地域で生活を継続できるように、日

常生活圏域を設定し、生活圏域ごとにサービスをきめ細かく提供します。 

本町では、これまでの取組の継続性を重視し、鰺ヶ沢地区、舞戸地区、赤石地区、鳴沢地

区、中村地区の５地区全体を一つの日常生活圏として設定します。 

 

 

 

  

第 7 期 

第 8 期 

（本計画）  第 6 期 第 9 期 

 2025年までの中期的な見通し 

 

 2040 年までの長期的な見通し 
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第２章 高齢者を取り巻く状況 
 

第１節 高齢者の状況 

 

１ 人口と高齢化の推移 

本町の人口の推移をみると、総人口は年々減少傾向にありますが、65 歳以上の高齢者

人口はほぼ横ばい状況となっています。国立社会保障・人口問題研究所による将来推計人

口（2018 年推計）では、平成 27年の後期高齢者（75 歳以上）は 2,325 人と、前期

高齢者（65～74 歳）を 618 人上回っており、今後、人口減少により総人口に占める後

期高齢者の割合がますます高まっていくとみられます。後期高齢者になると要介護者とな

りやすく、また、要介護度の悪化が進むことも見込まれるため、引き続き、介護予防や認

知症対策の推進、介護サービスの基盤整備・質の向上が重要となってきます。 

【人口と高齢化率の推移】 

 
※出典：平成 12年から平成 27 年は国勢調査（実績値）（平成 27年は年齢不詳を案分） 

令和 2年以降は国立社会保障・人口問題研究所による将来推計人口（2018年推計） 

 

  



 

 

8 

 

 

２ 高齢者世帯の推移 

一般世帯総数は減少している一方、65 歳以上の高齢者人口の増加に伴い、高齢者の単独

世帯と同居世帯は増加しています。平成 27 年 10 月現在の高齢者の単独世帯及び夫婦世

帯は合わせて 1,217 世帯となっており、総世帯数に占める割合も３割を超えています。 

【高齢者世帯の状況】 

 平成 17年 平成 22年 平成 27年 

世帯数 割合 世帯数 割合 世帯数 割合 

一般世帯 4,239 100％ 4,095 100％ 3,851 100％ 

うち高齢者世帯

[H8] 

2,210 52.1％ 2,415 59.0％ 2,556 66.4％ 

 単独世帯 497 11.7％ 546 13.3％ 626 16.3％ 

夫婦世帯 544 12.8％ 628 15.3％ 591 15.3％ 

同居世帯 1,169 27.6％ 1,241 30.3％ 1,339 34.8％ 

※出典：国勢調査 

３ 高齢者等の人口推計 

高齢者等の人口は、今後の介護サービス等の見込量を推計する基礎となるものです。 

国立社会保障・人口問題研究所による推計人口を基に、令和３年から令和５年と、令和

７（2025）年、令和 22（2040）年の高齢者等の人口推計を実施しました。 

推計結果では、町の総人口が減少する中で高齢者人口も減少していくとされています。

その中で、高齢者の減少と比較して総人口の減少が大きいため、町内における高齢化率は

上昇していき、令和５年には 47.8％、令和７年には 49.8％、令和 22 年には 61.4％と

なることが見込まれます。 

【高齢者人口の推計】  

 

※出典：厚生労働省「地域包括ケア『見える化』システム」 
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第２節 老人保健サービスの状況 
 

１ 平均寿命 

鰺ヶ沢町の平均寿命（0歳の平均余命）は、男性 78.9 年、女性 86.1 年です。全国の平

均寿命（男性 80.77 年、女性 87.01 年）と比較すると大きく差が開いていますが、平成

22 年調査より男女ともに着実に延伸しています。 

【平均寿命の推移】[H9] 

（男）                （女） 

 

※出典：青森県版生命表の概況、青森県市町村別生命表の概況 

 

２ 主要死因 

平成 28 年から平成 30年までの 3年間に死亡した高齢者は、533人です。最も多い死

因は悪性新生物で 27.6％を占めています。 

【死亡状況】[H10] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ほけん福祉課（旧健康ほけん課）調べ 
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３ 健診（検診）等の実施状況 

(1) 健康教育 

生活習慣病の予防と健康増進のため、地区健康相談や老人クラブなどに対して健康教

育を実施しています。また、健康診査の事後指導として、要指導者を対象に生活習慣病

予防の教育を行っています。 

 

 
平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

回数 延べ人数 回数 延べ人数 回数 延べ人数 

集団健康教育 221 6,846 184 6,559 130 5,000 

 

歯周疾患等健康教育 1 5 4 30 2 10 

骨粗鬆症健康教育 12 137 9 115 5 50 

病態別健康教育 24 1,959 21 2,104 10 500 

薬健康教育 1 34 2 18 2 18 

一般健康教育 183 4,711 148 4,292 130 4,422 

 

(2) 健康相談 

心身の健康について個別の相談に応じた必要な指導・助言や、家庭での健康づくりに

役立てるために、地区に出向いた健康相談を行っています。さらに、「あじがさわ健康の

日」に実施する「お手軽元気健康チェック」では、体組成測定・骨密度測定・血圧測定・

血管年齢の測定と保健師・栄養士の健康相談を定期的に実施しています。 

窓口では随時、保健師が個別の相談に対応するほか、栄養教室や健康教育等の事業に

合わせて行うなど、あらゆる機会を捉えて健康相談を行っています。 

 

 
平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

回数 延べ人数 回数 延べ人数 回数 延べ人数 

病態別健康相談 19 551 19 432 15 350 

総合健康相談 70 691 52 436 40 360 
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(3) 健康診査の受診状況 

生活習慣病の早期発見・重症化予防、がんの早期発見・早期治療を目的に、医療保険者

が実施主体となる特定健診に加え、後期高齢者健診、16 歳から 39歳を対象とした健康

診査を実施しています。また、健康診査の結果、生活習慣の改善が望ましい人には保健

指導を実施しています。 

 

 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 

特定健康診査 

対象者数 人 2,493  2,407 2,787 

受診者数 人 803 880 1,254 

受診率 ％ 32.2 36.6 45.0 

総合判定 メタボ予備軍 ％ 13.2 12.7 12.5 

メタボ該当者 ％ 16.7 20.2 20.0 

特定保健指導 実施率 ％ 57.7 46.2 50.0 

特定健診等 

（後期高齢者健診 

・健康診査含む） 

受診者数 人 1,289 1,398 1,400 

総合判定 異常なし ％ 1.7 2.5 2.6 

要指導 B ％ 2.9 2.4 3.0 

要指導 C ％ 14.7 14.7 15.0 

要医療 ％ 16.0 16.0 15.0 

医療継続 ％ 64.7 64.5 64.4 

後期高齢者健診 受診率 ％ 14.7 15.3 17.0 

胃がん検診 

受診者数 人 1,129 1,074 1,070 

判定 異常なし 人 1,014 954 950 

その他 人 46 32 34 

要精検 人 69 88 86 

精検率 ％ 6.1 8.2 8.0 

精検受診率 ％ 95.7 96.6 100.0 

大腸がん検診 

受診者数 人 1,464 1,473 1,480 

判定 異常なし 人 1,393 1,398 1,397 

要精検 人 71 75 83 

要精検率 ％ 4.8 5.1 5.6 

精検受診率 ％ 85.9 84.0 100.0 
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 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 

肺がん検診 

受診者数 人 1,360 1,418 1,420 

判定 異常なし 人 1,320 1,384 1,385 

要精検 人 40 37 36 

要精検率 ％ 2.9 2.6 2.5 

精検受診率 ％ 87.5 94.6 100.0 

子宮頚がん検診 

受診者数 人 375 350 360 

判定 異常なし 人 370 350 356 

要精検 人 5 0 4 

要精検率 ％ 1.3 0.0 1.2 

精検受診率 ％ 100.0 － 100.0 

乳がん検診 

受診者数 人 400 375 380 

判定 異常なし 人 380 354 361 

要精検 人 20 21 19 

要精検率 ％ 5.0 5.6 5.0 

精検受診率 ％ 100.0 94.4 100.0 

 

(4) 訪問指導 

保健師が健診要指導者等の家庭を訪問し、本人とその家族に対して必要な保健指導を

行い、健康の維持増進を図ります。 

 

 
平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 

人数 訪問回数 人数 訪問回数 人数 訪問回数 

健診要指導者 6 6 6 6 10 10 

独居老人等 0 0 0 0 1 1 

介護家族 1 1 0 0 1 1 

寝たきり者 0 0 0 0 1 1 

認知症の者 1 1 0 0 1 1 

その他 147 250 79 103 100 110 

合計 155 258 85 109 114 124 
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第３節 要支援・要介護認定者の状況 

 

１ 認定者数の推移 

要支援・要介護認定者数は令和 2 年 8 月末で 751人となっており、平成 27 年と比較

すると 96 人減少していますが、第７期計画期間中でみるとほぼ横ばいで推移しています。 

65 歳以上の高齢者に対する認定率は 18.1％で、約 5 人に 1 人が認定を受けており、

うち要介護度の内訳をみると、8 割の方が要介護 1～5 の認定を受けています。 

【要支援・要介護認定者数の推移】 
 

第５期 第６期 第７期[H11] 

平成 27年 

３月末 

平成 28年 

３月末 

平成 29年 

３月末 

平成 30年 

３月末 

平成 31年 

３月末 

令和２年 

３月末 

令和２年 

８月末 

認定者数（人）

[H12] 

847 878 762 736 756 740 751 

 

要支援 1 104 114 71 72 61 75 76 

要支援 2 107 121 80 78 72 61 66 

要介護 1 197 191 203 194 164 172 164 

要介護 2 170 167 142 130 164 156 170 

要介護 3 117 123 101 85 110 108 102 

要介護 4 89 107 102 117 108 102 98 

要介護 5 63 55 63 60 77 66 75 

認定率（％） 20.9 21.5 18.6 17.9 18.2 17.9 18.1 

認定率（青森県） 19.0 18.8 18.5 18.0 17.9 17.8 17.9 

認定率（全国） 17.9 17.9 18.0 18.0 18.3 18.5 18.5 

※出典：厚生労働省「地域包括ケア『見える化』システム」 

 

２ 認定者数の推計 

要支援・要介護認定者数については、過去の認定者数の伸びを反映して推計を行いまし

た。[H13]推計では、要支援・要介護認定者数は緩やかな減少と増加を伴いながら横ばいで

推移していくものと見込まれます。 
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【要支援・要介護認定者数の推計】 

（人） 

第７期 第８期[H14] （参考） 

令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 7 年度 令和 22 年度 

総数 759 739 746 748 745 702 
 

要支援 1 76 73 72 70 72 66 

要支援 2 70 66 65 63 64 58 

要介護 1 155 162 162 164 159 149 

要介護 2 178 170 172 174 174 164 

要介護 3 110 103 105 105 106 102 

要介護 4 101 94 98 98 97 94 

要介護 5 69 71 72 74 73 69 

うち第 1 号被保険者数 748 726 733 735 733 698 
 

要支援 1 75 72 71 69 71 66 

要支援 2 70 65 64 62 63 58 

要介護 1 153 159 159 161 156 148 

要介護 2 172 165 167 169 170 162 

要介護 3 108 100 102 102 103 101 

要介護 4 101 94 98 98 97 94 

要介護 5 69 71 72 74 73 69 

 [H15] 

 

※出典：厚生労働省「地域包括ケア『見える化』システム」 



 

 

16 

 

 

第４節 介護サービスの利用状況 

 

１ 介護保険サービス受給者総数の推移 

サービス利用者の推移をみると、平成 28 年度からは、すべてのサービスにおいて横ば

いで推移しています。なお、平成 28 年度に在宅受給者数が 112 人減少していますが、こ

れは介護保険サービスのうち一部のサービスが介護予防・日常生活支援総合事業に移行さ

れたためです。 

【介護保険サービス受給者総数の推移】  [H16]                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                   

 

※出典：厚生労働省「地域包括ケア『見える化』システム」 

 

２ 介護予防サービスの利用者の状況 

介護予防サービスは、要支援 1～2 の方を対象に、要介護状態にならないよう身体機能

の維持・向上を図るサービスです。うち、地域密着型サービス（下表、サービス種類欄に◎

が付されているサービス）は、住み慣れた地域で暮らし続けることを目的とし、利用者の

ニーズにきめ細かく対応するためのサービスで、原則として鰺ヶ沢町民のみ利用すること

ができます。 

介護予防給付によるサービスの利用状況をみると、利用者数（実人数）は年々増加して

います。実績値が計画値を上回っているサービスが多く、介護予防通所リハビリテーショ

ンと介護予防福祉用具貸与のサービスが主に利用されています。 
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（上段/計画値、中段/実績または実績見込値、下段/対計画比） 

サービス種類欄 
実績 実績伸び率(％) 

平成 30年度 令和元年度 令和 2 年度 H30/R1 R1/R2 

（１）在宅サービス 

  
介護予防訪問入浴介

護 

回 数 

（回／月） 

      

― ―       

― ― ― 

  
人 数 

（人／月） 

      

― ―       

― ― ― 

  

介護予防訪問看護 

回 数 

（回／月） 

      

― ―       

― ― ― 

  
人 数 

（人／月） 

      

― ―       

― ― ― 

 

介護予防訪問リハビ
リテーション 

回 数 

（回／月） 

0 0 0 

0.0 ―  1 0 0 

 ― ― ― 

 人 数 

（人／月） 

      

― ―        

 ― ― ― 

  
介護予防居宅療養管

理指導 

人 数 

（人／月） 

      

― ―       

― ― ― 

  
介護予防通所リハビ
リテーション(デイ
ケア) 

人 数 

（人／月） 

29 25 23 

89.1 95.1 46 41 39 

158.6 164.0 169.6 

  介護予防短期入所生

活介護（ショートス

テイ） 

日 数 

（日／月） 

0 0 0 

115.4 0.0 1.3 1.5 0 

― ― ― 

  
人 数 

（人／月） 

0 0 0 

― ― 0 0 0 

― ― ― 

  介護予防短期入所療

養介護（老健） 

 

日 数 

（日／月） 

0 0 0 

0.0 ― 1.1 0 0 

― ― ― 

  
人 数 

（人／月） 

0 0 0 

― ― 0 0 0 

― ― ― 

  
介護予防短期入所療

養介護（病院等） 

日 数 

（日／月） 

      

― ―       

― ― ― 

 人 数 

（人／月） 

      

― ―        

 ― ― ― 

  
介護予防福祉用具貸

与 

人 数 

（人／月） 

20 17 15 

116.1 116.7 31 36 42 

155.0 211.8 280.0 
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サービス種類欄 
実績 実績伸び率(％) 

平成 30年度 令和元年度 令和 2 年度 H30/R1 R1/R2 

  
特定介護予防福祉用

具購入費 

人 数 

（人／月） 

0 0 0 

100.0 0.0 1 1 0 

― ― ― 

  介護予防住宅改修費 
人 数 

（人／月） 

0 0 0 

100.0 100.0 1 1 1 

― ― ― 

  
◎介護予防認知症対

応型通所介護 

回 数 

（回／月） 

      

― ―       

― ― ― 

 人 数 

（人／月） 

      

― ―        

 ― ― ― 

  
◎介護予防小規模多

機能型居宅介護 

人 数 

（人／月） 

12 15 17 

― ― 0 0 0 

0.0 0.0 0.0 

（２）居住系サービス 

  
介護予防特定施設入

居者生活介護 

人 数 

（人／月） 

      

― ―       

― ― ― 

  
◎介護予防認知症対
応型共同生活介護
（グループホーム） 

人 数 

（人／月） 

0 0 0 

0.0 ― 1 0 0 

― ― ― 

（３）介護予防支援 
人 数 

（人／月） 

73 61 56 

103.0 103.0 67 69 72 

91.8 113.1 128.6 

 

 

３ 介護サービスの利用者の状況 

介護サービスは、要介護 1～5 の方を対象に、本人が自立した生活を継続するためのサ

ービスです。うち、地域密着型サービス（下表、サービス種類欄に◎が付されているサー

ビス）は、住み慣れた地域で暮らし続けることを目的とし、利用者のニーズにきめ細かく

対応するためのサービスで、原則として鰺ヶ沢町民のみ利用することができます。 

介護給付によるサービスの利用状況をみると、居住系サービス及び施設サービスはおお

むね計画値の範囲内にあるものが多く、在宅サービスにおいては、短期入所生活介護や地

域密着型通所介護[H17]の実績値が計画値を大きく上回っています。また、[H18]2019年

に発生が確認された新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、在宅サービスの利用控

えが目立ち、令和２年度においては前年度実績を下回っているサービスが多くなっていま

す。 
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（上段/計画値、中段/実績または実績見込値、下段/対計画比） 

サービス種類欄 
実績 実績伸び率(％) 

平成 30年度 令和元年度 令和 2 年度 H30/R1 R1/R2 

（１）在宅サービス 

  
訪問介護（ホームヘ

ルプサービス） 

回 数 

（回／月） 

3706 4181 4974 

106.9 95.4 2352.3 2513.7 2397.6 

63.5 60.1 48.2 

  
人 数 

（人／月） 

133 135 147 

97.6 100.8 126 123 124 

94.7 91.1 84.4 

  

訪問入浴介護 

回 数 

（回／月） 

38.4 35.8 35.2 

65.2 193.3 23 15 29 

59.9 41.9 82.4 

  
人 数 

（人／月） 

16 18 22 

50.0 200.0 6 3 6 

37.5 16.7 27.3 

 

訪問看護 

回 数 

（回／月） 

136.4 86.6 166.6 

52.5 218.8  39.4 20.7 45.3 

 28.9 23.9 27.2 

 人 数 

（人／月） 

18 16 21 

69.2 77.8  13 9 7 

 72.2 56.3 33.3 

  
訪問リハビリテーシ

ョン 

回 数 

（回／月） 

0 0 0 

144.0 413.0 7.5 10.8 44.6 

― ― ― 

  
人 数 

（人／月） 

0 0 0 

50.0 400.0 2 1 4 

― ― ― 

  居宅療養管理指導 
人 数 

（人／月） 

19 15 19 

70.6 125.0 17 12 15 

89.5 80.0 78.9 

  
通所介護（デイサー

ビス） 

回 数 

（回／月） 

771.7 722.8 752.2 

94.4 91.2 774 731 667 

100.3 101.1 88.7 

  
人 数 

（人／月） 

115 113 117 

89.3 92.4 103 92 85 

89.6 81.4 72.6 

  
通所リハビリテーシ

ョン(デイケア) 

回 数 

（回／月） 

575.8 607.6 673.6 

106.5 87.0 550.9 586.7 510.6 

95.7 96.6 75.8 

  
人 数 

（人／月） 

63 62 63 

104.3 89.0 70 73 65 

111.1 117.7 103.2 

 

短期入所生活介護
（ショートステイ） 

日 数 

（日／月） 

167.8 231.5 237.1 

122.7 115.8  367.9 451.3 522.4 

 219.2 194.9 220.3 

  
人 数 

（人／月） 

10 10 10 

121.1 104.3 19 23 24 

190.0 230.0 240.0 
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サービス種類欄 
実績 実績伸び率(％) 

平成 30年度 令和元年度 令和 2 年度 H30/R1 R1/R2 

  
短期入所療養介護

（老健） 

日 数 

（日／月） 

38.5 38.5 38.5 

129.9 223.8 19.4 25.2 56.4 

50.4 65.5 146.5 

  
人 数 

（人／月） 

4 4 4 

100.0 133.3 3 3 4 

75.0 75.0 100.0 

  
短期入所療養介護

（病院等） 

日 数 

（日／月） 

      

― ―       

― ― ― 

 人 数 

（人／月） 

      

― ―        

 ― ― ― 

  福祉用具貸与 
人 数 

（人／月） 

127 115 120 

100.6 100.6 154 155 156 

121.3 134.8 130.0 

  特定福祉用具購入費 
人 数 

（人／月） 

2 1 1 

100.0 100.0 2 2 2 

100.0 200.0 200.0 

  住宅改修費 
人 数 

（人／月） 

1 1 1 

100.0 50.0 2 2 1 

200.0 200.0 100.0 

  
◎定期巡回・随時対

応型訪問介護看護 

人 数 

（人／月） 

      

― ―       

― ― ― 

  
◎夜間対応型訪問介

護 

人 数 

（人／月） 

      

― ―       

― ― ― 

  
◎地域密着型通所介

護 

回 数 

（回／月） 

224.8 206.7 220.3 

103.5 86.8 443.2 458.7 398.2 

197.2 221.9 180.8 

  
人 数 

（人／月） 

26 24 26 

101.9 90.6 52 53 48 

200.0 220.8 184.6 

  
◎認知症対応型通所

介護 

回 数 

（回／月） 

0 0 0 

108.5 24.0 48.4 52.5 12.6 

― ― ― 

  
人 数 

（人／月） 

0 0 0 

200.0 50.0 2 4 2 

― ― ― 

  
◎小規模多機能型居

宅介護 

人 数 

（人／月） 

8 8 6 

0.0 ― 3 0 0 

37.5 0.0 0.0 

  
◎看護小規模多機能

型居宅介護 

人 数 

（人／月） 

      

― ―       

― ― ― 
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サービス種類欄 
実績 実績伸び率(％) 

平成 30年度 令和元年度 令和 2 年度 H30/R1 R1/R2 

（２）居住系サービス 

  
特定施設入居者生活

介護 

人 数 

（人／月） 

0 0 0 

― ― 0 0 0 

― ― ― 

  

◎認知症対応型共同

生活介護（グループ

ホーム） 

人 数 

（人／月） 

90 90 90 

108.8 101.1 80 87 88 

88.9 96.7 97.8 

  
◎地域密着型特定施

設入居者生活介護 

人 数 

（人／月） 

      

― ―       

― ― ― 

  

◎地域密着型介護老

人福祉施設入所者生

活介護 

人 数 

（人／月） 

25 26 28 

100.0 100.0 28 28 28 

112.0 107.7 100.0 

（３）施設サービス 

  

介護老人福祉施設 

（特別養護老人ホー

ム） 

人 数 

（人／月） 

49 49 49 

56.1 102.2 82 46 47 

167.3 93.9 95.9 

  介護老人保健施設 
人 数 

（人／月） 

118 118 118 

56.1 102.7 198 111 114 

167.8 94.1 96.6 

  介護医療院 
人 数 

（人／月） 

0 0 0 

50.0 100.0 2 1 1 

― ― ― 

  介護療養型医療施設 
人 数 

（人／月） 

6 6 5 

60.0 183.3 10 6 11 

166.7 100.0 220.0 

（４）居宅介護支援 
人 数 

（人／月） 

265 256 266 

100.3 100.3 298 299 285 

112.5 116.8 107.1 
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第５節 高齢者に関する町民アンケート 

 

本計画策定にあたり、高齢者や地域の課題をより的確に把握するため、二つの町民アンケ

ートを行いました。 

・ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

調査の目的 
高齢者の日常生活の状況や健康状態等を把握し、今後の介護保険をは

じめとする高齢者の保健福祉施策に活かすための基礎資料とする 

調査対象 
令和 2 年 8月 17 日現在、鰺ヶ沢町に居住する 65 歳以上（要介護１

～５認定者を除く）の方から 1,200 人を無作為抽出 

調査方法 郵送配布、郵送回収方式 

調査期間 令和 2 年 9月 4 日～9月 11 日 

回収結果 配布数：1,200票、有効回答数：730 票、有効回収率：60.8％ 

・ 在宅介護実態調査 

調査の目的 

在宅で要支援・要介護認定を受けている方の家族介護の状況や介護保

険サービスの利用状況を分析し、在宅生活の継続と介護者の就労継続

に資するサービスの在り方を検討するための基礎資料とする 

調査対象 
令和 2 年 8月 17 日現在、要介護認定を受け在宅で生活をしている高

齢者 267 人 

調査方法 郵送配布、郵送回収方式 

調査期間 令和 2 年 9月 4 日～9月 11 日 

回収結果 配布数：267票、有効回答数：154票、有効回収率：57.7％ 

 

１ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の結果概要 

(1) 家族構成、介護・介助の状況 

【家族構成】（n＝692）[H19] 

 

 

 

 

 

 

 

 

「1 人暮らし」のうち 75 歳

以上の方は 64.3％を占め

る。 

「夫婦 2 人暮らし（配偶者

65 歳以上）」の割合も大き

く、今後 1 人暮らしとなる

可能性のある高齢者が多い。 
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＜現状と課題＞ 

   現在は介護・介助を必要としない人が約 8 割と多数ですが、高齢による衰弱、骨折・

転倒などにより介護・介助が必要になった場合は、いわゆる「老老介護」の状況になる

可能性が高いと考えられます。また、今後、１人暮らしとなる可能性のある高齢者も多

く、今後の状況に注視していく必要があります。 

 

(2) 家族構成、介護・介助の状況高齢者の生活機能[yo21] 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査には、高齢者の生活機能等の状況や介護予防・生

活支援サービス事業対象者を選択するための指標（チェックリスト）が設けられており、

調査項目への回答結果を基にリスク判定を行っています。なお、本調査の有効回答数は

730 票ですが、リスク判定にあたっては、全項目について回答がなされた 637 票を分

母として算定しているため、リスク判定結果とグラフ数値に差異が生じています。 

  

【介護・介助の必要性】（n＝632）[H20] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「介護・介助は必要ない」の

うち75歳以上は48.9％を

占める。 

「何らかの介護・介助は必要

だが、現在は受けていない」

と答えた72人のうち75歳

以上は 65 人で、そのうち 1

人暮らしは 19 人である。 

【介護・介護・介助が必要になった主な原因】 

（n＝130／複数回答） 

介護・介助が必要になった主

な原因は、「高齢による衰弱」

が 37.7％で最も多く、ほか

の設問とのクロス集計では、

認知機能・運動機能低下や閉

じこもり・うつ傾向が見られ

ている。 

※グラフは、10％未満を

省略しています。 
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ア 運動器機能の低下リスク 

下記に掲げる①～⑤の設問のうち、該当する選択肢を

3 問以上回答した場合は、運動器機能の低下リスクが

あると判定される。 

評価基準を満たしている者は全

体の 27.5％で、前回調査よりも

8.7 ポイント増加している。 

 

①階段を手すりや壁をつた

わらずに昇る 

→「できない」を選択 

②椅子から何もつかまらず

に立ち上がり 

→「できない」を選択 

③15 分くらい続けて歩く 

 

→「できない」を選択 

④過去 1 年間に転んだ 

→「何度もある」又は「1 度

ある」を選択 

⑤転倒に対する不安 

→「とても不安である」又は

「やや不安である」を選択 

 

 

イ 転倒リスク 

下記に掲げる設問で、「何度もある」又は「1 度ある」

と回答した場合は、転倒リスクがあると判定される。 

評価基準を満たしている者は全

体の 44.6％で、前回調査よりも

9.7 ポイント増加している。 

 

①過去 1 年間に転んだ   

 ア [H22]運動器機能の

低下リスク④の図を参

照 

 

→「何度もある」又は「1 度

ある」を選択 
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ウ 閉じこもり傾向 

下記に掲げる設問で、「ほとんど外出しない」又は「週

1 回」と回答した場合は、閉じこもり傾向があると判

定される。 

評価基準を満たしている者は全

体の 39.2％で、前回調査よりも

11.4 ポイント増加している。 

 

①週１回以上の外出 

→「ほとんど外出しない」又

は「週１回」を選択 

  

 

エ 低栄養傾向 

身長・体重から算出される BMI（体重（kg）÷｛身

長（m）×身長（m）｝）が 18.5 未満の場合、及び「6

か月間で２～３kg以上の体重減少」の設問で「はい」

と回答した場合は、低栄養の傾向があると判定され

る。 

評価基準を満たしている者は全

体の 1.9％で、前回調査よりも

1.0 ポイント増加している。 

 

①ＢＭＩ 

 

→ＢＭＩ18.5未満 

②6 か月間で 2～3kg の体

重減少 

→「はい」を選択 

 

 

オ 口腔機能の低下リスク 

下記に掲げる①～③の設問のうち、該当する選択肢を

２問以上回答した場合は、口腔機能の低下リスクがあ

ると判定される。 

評価基準を満たしている者は全

体の 30.8％で、前回調査よりも

12.0 ポイント増加している。 
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①半年前に比べて固いもの

が食べにくい 

→「はい」を選択 

②お茶や汁物等でむせる 

 

→「はい」を選択 

③口の渇きが気になる 

 

→「はい」を選択 

 

カ 認知機能の低下リスク 

下記に掲げる設問で、「はい」と回答した場合は、認

知機能の低下リスクがあると判定される。 

評価基準を満たしている者は全

体の 56.0％で、前回調査よりも

5.8 ポイント増加している。 

 

①物忘れが多いと感じる 

→「はい」を選択 

  

 

キ うつ傾向 

下記に掲げる①～②の設問のうち、該当する選択肢を

一つでも選択した場合は、うつ傾向があると判定され

る。 

評価基準を満たしている者は全

体の 49.1％で、前回調査よりも

13.8 ポイント増加している。 

 

①この 1 か月間、 

気分が沈んだり、 

ゆううつな気持ち 

になる 

 

 

→「はい」を選択 

②この 1 か月間、 

物事に対して興味 

がわかない、ある 

いは心から楽しめ 

ない 

 

→「はい」を選択 
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＜現状と課題＞ 

   年齢を重ねると、段々と体が弱くなっていくことは自然の現象ですが、複数のリスク

を抱えている高齢者も多く、転倒による骨折や慢性疾患の悪化をきっかけとして要介護

状態になる可能性が高くなります。元気に日常生活を送ることができる「健康寿命」を

伸ばすため、フレイルに早く気付き、正しい治療ができる体制づくりと、少しでも早い

時期での予防の取組が重要となっています。 

 

(3) 地域での活動 

【各種グループへの参加】[H23] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

すべての項目[H24]で「参加

していない」が最も多く、参

加の頻度が「年に数回」まで

とした場合、「町内会・自治

会」への参加率は４割強であ

るが、他のグループへの参加

率は２割程度に留まってい

る。 

「収入のある仕事」について

は、週４回以上従事している

人が一定数いる。 

【地域住民の有志による、健康づくり活動や趣味等のグ

ループ活動への参加】[H25] 

 

「企画・運営（お世話役）」

としての参加意向は、「参加

者」としての参加意向と比べ

ると総じて低くなっている

が、いずれも[H26]３～５割

の人が「是非参加したい」「参

加してもよい」と興味を持っ

ている。 

＜現状と課題＞ 

   グループの企画・運営（お世話役）など、活動の中心になることを求められると、負担

に感じ、活動そのものを敬遠してしまう恐れがあります。小さくても多種多様な活動の

場が発生し、活動が知られて輪が広がり、いずれそこからお世話役が生まれ育つという

ように、段階を経て活動が活性化していくような息の長い支援が求められます。 
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(4) 地域での活動地域でのたすけあい 

【あなたの心配事や愚痴を聞いてくれる人】 

（n＝699／複数回答） 

困ったときの相談先は「配偶

者」「子ども」など親族が上

位を占めているが、「友人」

「近隣」のポイントも高い。 

【何かあったときに、家族や友人･知人以外の相談する 

相手】（n＝656／複数回答） 

 

「そのような人はいない」と

答えたのは247人で最も多

く、うち１人暮らしは 35 人

である。 

相談先が１か所であるのは

250 人で、相談先が複数か

所あるのは 159 人（２か所

/112 人、３か所/36 人、

４か所/８人、５か所/３人）

である。 

＜現状と課題＞ 

地域包括ケアシステムにおいて基礎となるのは「自助」ですが、自分で自分を支える

には限界があるため、地域コミュニティと連携した助け合いの「互助」が重要となりま

す。本町においては、人口や財政状況などから「共助」「公助」の大幅な拡充を期待する

ことは難しく、「自助」「互助」の果たす役割が大きくなることを意識した取組が必要と

なっています。 
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２ 在宅介護実態調査 

(1) 在宅介護の状況 

【主な介護者】 

（n＝103） 

 

 

 

 

 

 

主な介護者が 60 代以上で

あるのは 88 人で、全体の

85.4％を占める。 

「配偶者」であると答えた

30 人は、その主な介護者が

全員 60 代以上（60 代/3

人、70代/12人、80代/15

人）ある。 

【ご家族等の介護の頻度】[H27] 

（n＝145） 

 

 

 

 

 

 

「ほぼ毎日」と答えた 71 人

のうち、主な介護者が 70～

80 代であるのは 27 人で

38.0％を占める。 

【介護者が行っている介護】（n＝107／複数回答）[H28] 約８割の方が「食事の準備や

掃除・洗濯等の家事」の支援

を受けており、「金銭管理や

生活面に必要な諸手続き」

「外出の付き添い、送迎等」

の割合も高いほか、「服薬」

の支援が必要な者が約 5 割

となっている。 

複数の支援を受けている人

が多く、10 項目以上の介護

を行っているのは 12 人で、

11.2％を占める。 

＜現状と課題＞ 

   介護者が「子」や「子の配偶者」の世代であっても約半数が 60 歳以上で[H29]、「老

老介護」の状況が多くなっています。また、介護の内容は多岐にわたり、介護をしてい
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る家族の状況変化によっては、日常生活の維持が困難となる可能性があります。 

 

(2) サービスの利用状況と施設等の検討状況 

【介護保険サービスの 

利用の有無】 

（n＝146） 

 

 

 

 

 

「利用して[H30]いない」と

答えた者のうち最も多い未

利用の理由は、「現状では、

サービスを利用するほどの

状態ではない」が 31 人と最

も多く、次いで「家族が介護

をするため必要ない」が 28

人である。 

【施設等の検討状況】 

（n＝153） 

 

 

 

 

 

 

「検討していない」「検討中」

と答えた 133人のうち、介

護の頻度が「ほぼ毎日」であ

るのは 64 人で、全体の

41.8％を占める。 

＜現状と課題＞ 

介護保険サービスを利用するほどの状態ではないことから、在宅生活が維持できてい

る者が多い状況にあります。介護を受ける人の状況ばかりでなく、介護をしている家族

の状況変化によっては、今後、サービスの利用や施設入所等の検討が進む可能性が十分

に考えられることから、介護事業所の基盤整備と安定したサービスの量及び質の確保が

重要となってきます。 

 

(3) 介護者の就労状況 

【介護者の勤務形態】 

（n＝97） 

 

 

 

 

 

 

主な介護者のうち「フルタイ

ム」又は「パートタイム」で

働いている介護者は 41 名

で、50～60 代の年齢層が

多くを占めている[H31]。 
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【介護者の就労継続の可否に係る意識】（n＝39） 

 

 

 

 

 

 

 

 

働いている介護者の多くは、

仕事と介護の両立を「問題は

あるが、何とか続けていけ

る」としている。 

「労働時間の調整」や「休暇

の取得」など何らかの調整に

よって介護を行っている人

も多く、仕事を続けていくこ

とについて「やや難しい」「か

なり難しい」との回答をした

人は、あわせて 28.2％みら

れている。 

【介護者の働き方の調整の状況】（n＝42／複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【介護のための離職の有無】（n＝86／複数回答） 「介護のために仕事を辞め

た家族・親族はいない」とし

た者が 86.0％を占めるが、

「仕事を辞めた」又は「転職

した」者も 12.9％いる。 
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＜現状と課題＞ 

一般的な介護離職の理由には、「仕事と介護の両立が難しい職場だった」「介護サービ

スの存在・内容を十分に知らなかった」という理由があることから、「介護離職ゼロ」に

向け、必要な介護サービスの確保と介護に関する情報提供、介護と仕事を両立できる働

く環境の改善・家族支援を充実させる必要があります。 
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第３章 第８期計画の基本的な考え方 
 

第１節 基本理念 

 

第７期介護保険事業計画・高齢者保健福祉計画では、「団塊の世代」が 75 歳以上となる令

和７（2025）年を視野に入れ、介護や支援が必要な状態になっても、可能な限り住み慣れた

地域で、それぞれが尊厳を保ちながら多様な社会参加を果たし、自分らしく生きがいをもっ

て安心して生活できる地域包括ケアシステムの構築を推進してきました。 

第８期計画の策定・施策の展開に当たっては、「団塊の世代」が 75 歳以上となる令和７

（2025）年に加え、「団塊ジュニア世代」が 65 歳以上となる令和 22（2040）年を見据

えて、第７期計画で進めてきた地域包括ケアの深化・推進の考え方を踏まえながら、行政が

提供する介護保険などの公的なサービスの充実とともに、自助・共助・公助の役割を具体化

し、地域のチカラを生かした地域共生社会の実現を目指していく必要があります。 

今後、更なる人口減少・少子高齢化の進行が予測される中で、地域共生社会の実現の重要

性は一層高まることから、第８期においては、2025 年と 2040 年の鰺ヶ沢町が目指すべき

高齢化社会を念頭に、第７期計画の基本理念を継承することとします。 

 

  

 

  

 

【 基 本 理 念 】 
 

魅力ある自然のなかで、高齢者が健康で生きがいを持って 
 

いつまでも自立し自発的に社会参加ができる助け合いのまち 
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第２節 基本目標 

 

第１節に掲げた基本理念を実現するため、「三つの基本目標」と「六つの施策の柱」を設定

します。 

 

基本 
目標 

Ⅰ 

住み慣れた地域でいきいきと、その人らしく元気に暮らせるまち 

施策の柱① 健康寿命を延伸する介護予防と健康づくり 

施策の柱② 高齢者の生きがいづくりと社会参加促進 

 介護予防や健康づくりに対する意識を高めることで高齢者が健康を維持

し、一人ひとりが生きがいを持って地域社会の担い手として活躍できるよ

うに、高齢者の社会参加と地域における支え合いの体制づくりを推進して

いきます。 

基本 

目標 

Ⅱ 

高齢者の不安を軽減し、地域で支え合うまち 

施策の柱③ 高齢者を地域で支えるまちづくり 

施策の柱④ 権利擁護に関する相談の充実と適切な支援 

 地域包括支援センターの機能強化、認知症施策や権利擁護施策の推進、

[H32]関係機関との更なる連携を図ることで、地域住民がお互いの人格と個

性を尊重し、支え合い、共生する地域社会の実現のための取組を進めてい

きます。 

基本 

目標 

Ⅲ 

高齢者が安心して暮らし続け、サービスを受けられるまち 

施策の柱⑤ 安定したサービス提供のための介護基盤の整備 

施策の柱⑥ 持続可能な介護保険事業の運営 

 高齢者が住み慣れた地域でいつまでも安心して暮らし続けられるよう、

介護保険事業の適正な運営等を図り、介護サービス事業所の適切な配置と

運営に努め、高齢者の自立を支える介護保険サービスの安定した提供を行

います。 
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第４章 高齢者施策の展開 
 

基本目標 Ⅰ 住み慣れた地域でいきいきと、その人らしく元気に暮らせるまち  

施策の柱① 健康寿命を延伸する介護予防と健康づくり 

人生 100 年時代を迎えようとする今、一人ひとりが健康意識を高め、日頃から介護予

防に取り組み、いつまでも心身ともに健康に生活できる社会が求められています。元気

な高齢者が将来にわたって[H33]、生きがいをもち、活躍できるよう、健康寿命を延伸す

る健康づくりと介護予防の充実を図ります。 

 

１ 介護予防の推進 

 

（1）介護予防把握事業 

地域の実情に応じて収集した情報等の活用により、閉じこもり等の何らかの支援を要す

る高齢者を把握し、介護予防活動へ繋いでいきます。 

関係機関や協力団体からの情報提供が得られるよう協力を求めていきます。 

 

（2）介護予防普及啓発事業 

介護予防に関する知識を普及啓発するため、パンフレットの配布や講演会、相談会の開

催、介護予防教室を実施します。 

 

（3）地域介護予防活動支援事業 

事業名 生き生き元気水中運動教室 

事業内容 

水中運動をとおして高齢者の運動機能の保持増進及び高齢者の生活機能の

安定を図り、要介護状態となることを予防するため、鰺ヶ沢町室内温水プール

を活用して、指導員による水中でのウォーキングやエアロビクスを実施（冬期

間を除き、年間 15回開催）します。 

取組の 

方向性 

本教室の利用により運動習慣が身についた方々は、室内温水プールの会員

となって年間を通じての運動を行うようになっています。本教室の利用者数

は横ばいですが、運動習慣が身につくきっかけとして、今後も継続実施してい

きます。 

 
実績見込 計画 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数（人） 5 5 5 5 
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事業名 高齢者ふれあいの場支援事業 

事業内容 

週１回、10 人以上で実施する住民運営のグループによる地域展開をめざ

し、立ち上げ支援、継続支援の二つの側面で、講座や体力測定、グループへの

専門職派遣などを実施します。 

取組の 

方向性 

地域の高齢者の閉じこもりを防止するなど、地域から孤立することがない

よう介護予防につなげていくため、開設する個人や団体に対して、開設準備金

や運営助成金を支援します。 

＊2025 年の目標/65歳以上の人口の 8％ 

 
実績見込 計画 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

開設数（か所） 17 19 21 23 

利用者数（人/平均） 231 250 270 300 

 

事業名 介護サポーター事業 

事業内容 

将来見込まれる介護人材不足の解消・軽減のため、介護予防事業や介護現場

の補助スタッフとしてボランティア活動する人材の発掘と、介護予防の知識

技術を習得し、更には地域でのリーダー的役割を担い活動できるための介護

サポーター養成講座などの取り組みを行います。 

取組の 

方向性 

介護分野における人材確保力の強化と介護予防の観点からの社会参加の促

進を行い、アクティブシニアの潜在的労働力の活用が図られるよう、登録・活

動できるサポーターの発掘と、サポーター活動の受入れ事業所の確保、在宅で

利用する方とのマッチングに取り組んでいきます。 

 
実績見込 計画 

令和２年度 令和３年度 令和２年度 令和３年度 

養成講座受講者（人） 0 10 10 10 

登録者総数（人） 0 28 38 48 

受入事業所数（か所） 0 13 14 15 

 

事業名 リハビリテーション専門職等との協働 

事業内容 

リハビリテーション専門職等との連携により心身機能・活動・参加のそれぞ

れの要素にバランスよく働きかけ、日常生活の活動能力を高めて家庭や社会

への参加を可能にし、活動的で生きがいを持てる生活を営むことができるよ

う計画的に支援します。 

取組の 

方向性 

地域の保健師や管理栄養士、リハビリテーション専門職と地域包括支援セ

ンターが連携して、訪問相談、地域ケア会議、住民運営の通いの場などへ関与

することで、介護予防・自立支援の取組強化を目指します。 
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２ 健康寿命を延伸する健康づくりの推進 

 

事業名 健康づくり事業 

事業内容 

「自分の健康は自分で守る」を基本に、各種健（検）診や健康づくりに関す

るイベント等で地域・学校・行政が一体となることで、健康寿命の延伸を目指

し、健康づくりに取り組みます。 

＊平成 26 年 7 月 1 日健康宣言スローガン「元気・寿命・幸せアップあじが

さわ」 

取組の 

方向性 

各種健（検）診や健康に関するイベント等の様々な取組をＰＲしていくとと

もに、高齢者に関するデータ等を示し、令和 7 年に向かって一人ひとりが健

康の重要性を認識し、健康づくりに取り組むことの必要性を伝えていきます。 

さらに、健康づくりの各事業について、インセンティブを活用しながら、高

齢者の意欲の向上に努めます。 

 

事業名 元気健康フェスティバル 

事業内容 

町民の健やか力（ヘルスリテラシー）、健康意識の高揚と、生活習慣病等の

疾病予防・重症化予防と介護予防、健康寿命の延伸を図るため、元気健康フェ

スティバルを開催します。 

＊認知症フォーラムと合同で開催 

取組の 

方向性 

介護予防を見据えた生活習慣病予防の正しい知識の普及のための講演会

と、健康チェックができるコーナーなどを設け、高齢者が自らの健康づくりに

関心を持ってもらえるように努めます。 

 

事業名 保健推進委員会・食生活改善推進員会 

事業内容 

保健推進委員が地域に生活している高齢者に対して普段からの見守りや検

診・各種イベントへの勧誘など、健康づくりにつながる活動を推進します。 

また、食生活改善推進員とともに、減塩・野菜摂取の活動を推進していきま

す。 

取組の 

方向性 

地域住民に密着した健康的な食生活及び健康づくりに関する知識や情報を

普及させるため、町と地域住民とのパイプ役となる保健推進委員や食生活改

善推進員との連携を図ります。 
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３ 健康の保持増進・疾病の早期発見 

 

事業名 健康教育・健康相談 

事業内容 

健康づくりについての正しい知識の普及啓発のため、地区の健康相談や老

人クラブなどの団体に対して健康教育を実施します。 

地区の健康相談では、心身の健康に関する個別の相談に応じ、傾聴と必要時

には助言を行います。 

取組の 

方向性 

高齢者が自らの健康に対する意識を持ち、より高めるための努力や活動を

行うことができるよう、あらゆる機会をとおして健康教育や健康相談の場を

設け、健康相談の場を高齢者の集まりの場として、活用していきます。 

「あじがさわ健康の日」に実施する「お手軽元気健康チェック」では、これ

まで測定している体組成・骨密度・血圧のほか、血管年齢の測定を加え、より

充実させていきます。 

 

事業名 健康診査・特定健康診査・がん検診 

事業内容 

がん検診のほか、後期高齢者医療制度の被保険者を対象に「健康診査」を、

40～75 歳未満の国民健康保険の被保険者を対象に「特定健康診査」を実施

します。 

令和 2 年度には「後期高齢者の質問票」を追加し、検査項目（心電図・貧

血・眼底検査・HｂA1c・尿酸・尿中塩分濃度）から保健指導を強化、生活習

慣の改善を通じた生活習慣病の予防、疾病の早期発見・早期治療を図ります。 

取組の 

方向性 

健康状態とリスクの見える化により、健診結果が効果的に生活習慣の改善

につながるよう事後指導を行います。がん検診については、繰り返し働きかけ

ることで精密検査受診率 100％を目指します。 

令和 2 年度から導入した後期高齢者の質問票については、国保データベー

ス（KDB）システムにデータを集積、高齢者の特性を踏まえた健康状態を総

合的に把握して高齢者の健康づくり、介護予防に活かしていきます。 

また、糖尿病性腎症重症化予防プログラムについても継続し、医療との連携

と指導の強化に努め、血糖コントロールできるよう支援します。 

 

事業名 保健指導・訪問指導 

事業内容 

保健指導が必要と考えられる方及びその家族等に対して、保健師等による

健康教育や訪問により、健康に関する問題を包括的に把握し、問題解決に向け

支援します。 

取組の 

方向性 

多種多様なニーズに対応し、健康の保持・増進を図ることができるよう、関

係機関・関係職種との連携により、健康教育や訪問指導の充実を図っていきま

す。 
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事業名 予防接種：インフルエンザ・肺炎球菌感染症予防 

事業内容 
インフルエンザや肺炎球菌感染症の発症・重症化を未然に防ぐための予防

接種の費用を助成することで、接種機会の確保を図ります。 

取組の 

方向性 

高齢者が円滑に予防接種を受けられるよう、広報等でのＰＲを充実させる

とともに、地区の公民館や医療機関に予診票を設置するなど、予防接種を受け

やすい体制づくりに努めます。 

 

事業名 新型コロナウイルス感染症対策 

事業内容 

「前例がない事態」を柔軟に受け止め、不安を和らげ、健康が保たれるよう、

新型コロナウイルス感染症の予防とフレイル予防について、毎戸チラシや防

災無線等により正しい情報の伝達を行います。 

取組の 

方向性 

フレイル（虚弱）に注意しつつ、「栄養＝バランスの良い食事とオーラルフ

レイル予防」「運動＝血流の循環を良くし自己免疫力の活性化」「人とのつなが

り＝さまざまな不安やストレスの軽減と認知機能低下防止」の三つのポイン

トの重要性について情報提供を行い、高齢者の健康が保たれるように実施し

ていきます。 
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施策の柱② 高齢者の生きがいづくりと社会参加促進 

今後、更なる人口減少・少子高齢化の進行が予測される中で、活力ある社会を築くた

めには高齢者の社会参加が重要で、意欲と能力のある高齢者には社会の支えになること

が期待されています。社会参加や就労は、高齢者自身の生きがいにつながる場合がある

ことから、高齢者が社会とのつながりを保ち、活力ある社会を築くための取り組みを促

進していきます。 

 

１ 生きがいづくり支援体制の充実 

 

事業名 生きがい活動に関する情報の周知 

事業内容 

スポーツ（グラウンドゴルフ・ターゲットバードゴルフなど）や運動（ノル

ディックウォーク・ウォーキングなど）、高齢者対象の学習会などを実施して

いる様々な団体を支援しながら、参加者を増やす働きかけを行います。 

取組の 

方向性 

高齢者が参加したいと思う活動を自ら選択し、積極的に参加できるよう、生

きがい活動を一覧化して情報提供していきます。 

 

事業名 生きがい趣味の会 

事業内容 
高齢者が趣味活動をとおして、人との交流を楽しみ、生きがいを持って生活

できるように、書道と手芸のコースを実施します。 

取組の 

方向性 

これまでの女性型の内容から男性も参加できるような選択肢を増やしてい

けるよう、社会教育と連携して運営や活動内容を検討していきます。 

 
実績見込 計画 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数（人） 18 19 20 21 

 

事業名 はまなす学級 

事業内容 

高齢者が見分を広め豊かな人生を送ることを目的に、歴史や健康をテーマ

にした一般教養に関する学習や軽スポーツ活動、視察研修や体験学習を開催

（年 7 回を予定）します。[H34] 

取組の 

方向性 

高齢者の学習ニーズも多岐にわたっているため、学習意欲を高め積極的に

参加したいと思われるよう内容を充実させて実施していきます。 

 
実績見込 計画 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数（人） 300 300 300 300 
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事業名 老人クラブの活性化 

事業内容 

単位老人クラブそれぞれが実施する社会参加（奉仕）活動、教養講座、健康

づくり等の活動に対して単位クラブ及び連合会に補助金を交付します。 

【単位老人クラブ数/24 クラブ、会員数/642名】 

取組の 

方向性 

人口減少や未加入から、会員数が年々減少しているため、会員の高齢化等に

より活動が低下しないよう、新規会員を増やす取組や多様な活動の展開を促

進します。また、老人クラブの育成指導を行い、活動の活性化を図っていきま

す。 

 
実績見込 計画 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

会員数（人） 642 670 700 750 

 

事業名 地区敬老行事の支援 

事業内容 

長年にわたり社会貢献してきた高齢者を敬愛し、敬老意識の普及を図るた

め、地区ごとに開催される長寿を祝う行事の開催を支援します。 

【実施地区/舞戸地区、赤石地区、鳴沢地区】 

取組の 

方向性 

各地区の特性を活かした長寿を祝う行事が開催できるよう支援するととも

に、高齢者の楽しみや交流機会の一つとして積極的に参加できるよう引き続

き支援していきます。 

 

事業名 100歳表彰 

事業内容 

町内に在住する 100歳を迎える高齢者に対して、その多年にわたる社会の

発展に寄与してきたことへの感謝と豊富な知識と経験を敬愛し、その貢献に

対して表彰し、長寿をお祝いします。 

取組の 

方向性 

高齢者を敬愛し、長寿を祝い表彰します。ほかの高齢者の励みとなるよう、

広報でのＰＲを進めていきます。 
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２ 高齢者の就業支援 

 

事業名 シルバー人材バンク 

事業内容 

高齢者の資格及び経験から得た知識や技術を提供するため、意欲がある高

齢者を募集・登録し、サービスを希望する者に紹介します。 

作業終了後は、当事者同士で金銭の収受を行います。 

取組の 

方向性 

高齢者の就業機会を提供し収入に繋げるとともに、生きがいの推進を図り、

地域社会へ参加する意欲を高めていくための取組を実施します。 

 
実績見込 計画 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

登録者数（人） 7 7 7 7 

 

 

３ 外出機会や活動機会を増やす取組の推進 

 

事業名 安心お出かけバス 

事業内容 

平成２９年４月から、買い物等の外出に支援が必要とされる高齢者等に対

して、各地区に買い物送迎（オンデマンド/８人乗りの小型ワゴン車）を行っ

ています。 

利用に当たっては登録制とし、利用状況の確認から見守りの機能も果たし

ています。（社会福祉法人鯵ヶ沢町社会福祉協議会に委託） 

取組の 

方向性 

買い物については町コミュニティバス（あじバス）の利用でカバーし、見守

りについては福祉担当部署と協議を進め新しい体制を確立していきます。 

 
実績見込 計画 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数（人） 20 － － － 

 

事業名 交通安全の推進 

事業内容 
交通安全教育の取組や、運転免許証自主返納者に対する町コミュニティバ

スの運賃無料化により、高齢者の交通安全の意識高揚や環境整備に努めます。 

取組の 

方向性 

高齢化の進展により、高齢者の歩行者や自転車利用者の交通事故、高齢運転

者による痛ましい事故の増加が懸念されることから、交通安全思想の普及等

を行うとともに、高齢者の移動手段としての地域公共交通の活性化に向けた

取組を行います。 
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基本目標 Ⅱ 高齢者の不安を軽減し、地域で支え合うまち 

 

施策の柱③ 高齢者を地域で支えるまちづくり 

急速に高齢化が進む中、85 歳[H35]以上の[H36]人口が増加し、医療・介護ニーズの急

激な増加や認知症高齢者数の増大が見込まれています。一人暮らしや重度の要介護（認

知症・身体介護等）状態となっても、住み慣れた地域で、人生の最期まで自分らしく安

心して暮らせるよう、医療・介護・介護予防・住まい・生活支援が一体的に提供され、高

齢者を社会全体で支え合う仕組みづくりを推進していきます。 

 

 鰺ヶ沢町地域包括ケアシステム構築図 
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１ 地域包括支援センターの機能強化 

 

高齢化の進展や介護保険制度の改正に伴い、「在宅医療・介護連携の推進」[H37]「認知症

施策の推進」「地域ケア会議の推進」などの取組を進めることにより、地域包括支援センター

における業務量が増大するため、機能の強化が求められています。 

 

事業名 総合相談支援 

事業内容 

保健・医療・介護・福祉に関する情報を集約し、多様なニーズをもった高齢

者の相談に総合的に対応できるよう、地域包括支援センターを中核として相

談体制のネットワーク化を図ります。 

また、民生委員、地域のボランティアなどとの協働により、高齢者の多様な

ニーズの把握に努め、相談体制を充実させていきます。 

取組の 

方向性 

高齢者が安心して相談できる総合相談窓口として、次の機能を強化します。 

＊ 高齢者の生活全般に関する相談窓口 

＊ 保健・医療・介護・福祉の情報提供窓口の一本化 

＊ 介護保険制度についての相談窓口 

＊ 介護保険サービス、介護保険外サービスの総合的な情報提供 

＊ 迅速・確実に各専門機関へつなぐ連携機能 

さらに、高齢者を相談窓口につなぐ地域住民とのパイプ役として民生委員、

保健推進委員等と連携して相談体制の充実を図っていきます。 

 
実績見込 計画 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

相談者数（人） 185 190 195 200 

 

 
 

  



 

 

45 

 

 

事業名 介護予防ケアマネジメント 

事業内容 

総合事業における介護予防ケアマネジメントは、地域包括支援センターが

要支援者等に対してアセスメントを行い、本人が自立した生活が送れるよう

ケアプランを作成（一部、居宅介護支援事業所に業務を委託）します。 

取組の 

方向性 

要支援認定者等の心身の状態等の評価（アセスメント）、利用者に適したサ

ービス等の選択と計画立案（ケアプラン作成）、効果的なサービス提供のため

の調整（サービス担当者会議等）、利用効果の測定・評価（モニタリング）等

の介護予防ケアマネジメントを実施し、自立支援に向けた適切なサービス利

用につなげます。 

 
実績見込 計画 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数（人） 80 80 80 80 

 

事業名 権利擁護体制の充実[H38] 

事業内容 「施策の柱④ 権利擁護に関する相談の充実と適切な支援」の「地域連携ネ

ットワークによる体制整備」「高齢者虐待防止」「成年後見制度等の活用促進」

「成年後見制度の報酬助成等」を参照のこと 
取組の 

方向性 

 

事業名 包括的・継続的ケアマネジメント支援 

事業内容 

町内の各事業所の介護支援専門員に対して、ケアプランの作成支援や困難

事例対応の指導・助言を行い、ケアマネジメントの質の向上と対応能力の向上

を目指し、定期的に介護支援専門員連絡会・研修会を実施します。 

取組の 

方向性 

高齢者の多様なニーズや複雑な家族関係等から対応困難事例の増加が予測

されるため、各事業所の介護支援専門員のスキルアップを目的に必要度の高

い研修会を実施します。対応困難事例に関しては、地域ケア会議の個別事例検

討や同行訪問等でサポートしていきます。 

 

事業名 地域ケア会議の充実 

事業内容 

個別事例検討を通じて多職種協働によるケアマネジメント支援や地域のネ

ットワーク構築等を目的とした地域ケア個別会議を実施し、個別会議で把握

した地域課題を地域づくりや政策形成に結びつけていく地域ケア推進会議を

実施します。 

取組の 

方向性 

地域ケア個別会議では、個別事例の課題分析を積み重ねて地域に共通した

課題を明確にし、新たな資源開発のアイディアを考える機会にします。 

また、[H39]地域ケア推進会議では、地域課題についての協議検討を行い、

解決に必要な資源開発や地域づくりなどの政策形成につなげていきます。 
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２ 在宅医療・介護連携の推進 

 

事業名 在宅医療・介護連携の推進 

事業内容 

医療や介護関係者の多職種連携を強化し、入退院の情報共有、日常の療養生

活、急変時や看取りの対応等、切れ目なく本人・家族を支援できる体制を構築

します。 

取組の 

方向性 

ア 地域の医療・介護の資源の把握 

地域における在宅医療や介護に関する情報を集約した「鰺ヶ沢町在宅医

療・介護マップ」を随時更新し、関係機関に情報提供していきます。 

イ 在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 

医療機関や介護事業所等が連携する際の課題の抽出に努め、「鰺ヶ沢町在

宅医療・介護連携推進委員会」において、課題の共有と対応策の検討を行い、

施策に反映させていきます。 

ウ 切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築推進 

切れ目のない在宅医療と介護の提供に向けて、介護支援専門員が中心的

な役割を果たせるようにバックアップ体制を構築します。 

エ 医療・介護関係者の情報共有の支援 

二次[H40]医療圏で利用する入退院調整ルールを活用します。 

地域包括支援センターレベルでの会議

（地域ケア個別会議）

〇地域包括支援センターが開催

〇個別ケース（困難事例等）の支援内容を通じた

①地域支援ネットワークの構築

②高齢者の自立支援に資するケアマネジメント支援

③地域課題の把握

などを行う。

個別の

ケアマネジメント

サービス

担当者会議
（全てのケース

について、多職

種協働により適

切なケアプラン

を検討）

在宅医療

連携拠点

医師会等

関係団体

医療関係

専門職等

地域課題の把握

地域づくり・資源開発

政策形成
介護保険事業計画等への位置づけなど

市町村レベルの会議（地域ケア推進会議）

事例提供

支 援

≪主な構成員≫

自治体職員、包括職員、ケアマネジャー、介

護事業者、民生委員、ＯＴ、ＰＴ、ＳＴ、医師、

歯科医師、薬剤師、看護師、管理栄養士、

歯科衛生士、その他必要に応じて参加

※直接サービス提供に当たらない専門職も

参加
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取組の 

方向性 

(つづき) 

オ 在宅医療・介護連携に関する相談支援 

在宅医療・介護連携に関する相談の受付、医療・介護関係者の連携調整の

機能を担う在宅医療・介護連携相談窓口を地域包括支援センターに設置し

ていることを周知します。 

カ 在宅医療・介護関係者に関する研修 

医療・介護関係者に対する研修を充実させ、在宅医療・介護連携に必要な

知識の習得や関係者のスキルアップを図ります。 

キ 地域住民への普及啓発 

「鰺ヶ沢町在宅医療・介護マップ」は、広報やホームページ等でも公表す

るほか、相談時に利用することで住民の理解が深まるよう取り組んでいき

ます。 

ク 在宅医療・介護連携に関する関係市区町村との連携 

五所川原保健所が開催する医療介護連携実証調整事業市町担当者会議に

出席し、広域的な連携に努めます。 

ケ 看取りの支援 

講話やエンディングノートの作り方などをとおして、本人・家族が終末期

を迎える際の希望を考えられる機会を設けます。医療・介護者に対しても、

終末期のあり方に関する研修会を開催し、お互いの意向を踏まえた看取り

のプロセスのマニュアル作成と、それに沿った看取りの支援を行うよう努

めます。 

 

 

３ 認知症施策の推進 

 

国の認知症施策総合推進戦略（通称「新オレンジプラン」）で掲げる「認知症の人の意思が

尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で、自分らしく暮らし続けることができる

社会の実現」を目指し、認知症対策に重点的に取り組みます。 

認知症の正しい知識の普及啓発、見守りを行う地域の方々の理解促進、早期診断・早期対

応を中心とした医療と介護の連携による支援等、認知症施策の推進を図ります。 

  



 

 

48 

 

 

「認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）」（平成 29年７月改訂）の概要[H41] 

基本的な考え方 

認知症高齢者等にやさしい地域づくりを推進していくため、認知症の人が住み慣れた地域のよい

環境で自分らしく暮らし続けるために必要としていることに的確に応えていくことを旨としつつ、

以下の七つの柱に沿って、施策を総合的に推進していきます。[H42] 

事項 具体的な施策 

認知症への理解を深め

るための普及・啓発の推

進 

・認知症の人の視点に立って認知症への社会の理解を深めるキャンペ

ーンの実施 

・認知症サポーターの養成と活動の支援 

・学校教育等における認知症の人を含む高齢者への理解の推進 

認知症の容態に応じた

適時・適切な医療・介護

等の提供 

・本人主体の医療・介護等の徹底 

・発症予防の推進 

・早期診断・早期対応のための体制整備 

・行動・心理症状（ＢＰＳＤ）や身体合併症等への適切な対応 

・認知症の人の生活を支える介護の提供 

・人生の最終段階を支える医療・介護等の連携 

・医療・介護等の有機的な連携の推進 

若年性認知症施策の 

強化 

・若年性認知症の人やその家族に支援のハンドブックを配布 

・都道府県の相談窓口に支援関係者のネットワークの調整役を配置 

・若年性認知症の人の居場所づくり、就労・社会参加等を支援 

認知症の人の介護者へ

の支援 

・認知症の人の介護者の負担軽減（認知症カフェの設置推進等） 

・介護者たる家族等への支援（認知症介護教室等の普及等） 

・介護者の負担軽減や仕事と介護の両立（取組を推進する企業の表彰

制度の実施等） 

認知症の人を含む高齢

者にやさしい地域づく

りの推進 

・生活の支援（ソフト面） 

・生活しやすい環境（ハード面）の整備 

・就労・社会参加支援 

・安全確保 

認知症の予防法、診断

法、治療法、リハビリテ

ーションモデル、介護モ

デル等の研究開発及び

その成果の普及の推進 

・ロボット技術やＩＣＴ技術を活用した機器等の開発支援・普及促進

等 

・認知症予防について、多くの情報をビッグデータとして集約・活用

し、住民や企業が一体となって地域全体として取組を推進できるよ

うなスキームの開発 

認知症の人やその家族

の視点の重視 

・認知症の人の視点に立って認知症への社会の理解を深めるキャンペ

ーンの実施【再掲】 

・初期段階の認知症の人のニーズ把握や生きがい支援 

・認知症施策の企画・立案や評価への認知症の人やその家族の参画 
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事業名 認知症初期集中支援事業の推進（認知症初期集中支援チーム） 

事業内容 

認知症の方への対応は、発症の早期において、本人及び家族に対し、医療機

関への受診、必要に応じた介護サービスの利用に結びつけることが重要であ

ることから、地域包括支援センター内に設置した「認知症初期集中支援チー

ム」が、認知症サポート医からの助言を受けながら、本人宅を訪問し状態を観

察・評価して、医療・介護サービスの利用につながるよう包括的・集中的に支

援していきます。 

また、認知症初期集中支援チーム検討委員会により、町の認知症施策全体に

ついて検討します。 

取組の 

方向性 

総合相談窓口で解決できる事例が増え、認知症初期集中支援チームの対象

となる方が少ない傾向にありますが、広報等で広く町民に対しての PR を行

い、地域で見守りをしている民生委員等の関係者への広報活動を行っていき

ます。 

また、関係機関との連携やチーム員の対応力向上にも取り組んでいきます。 

 
実績見込 計画 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数（人） 1 1 1 1 

 

事業名 
認知症地域支援・ケア向上事業の推進 

（認知症地域支援推進員の活動推進） 

事業内容 

地域包括支援センターに認知症地域支援推進員を配置し、認知症施策の企

画・運営を行いながら、認知症の人とその家族への相談体制の整備と相談支援

を行います。 

取組の 

方向性 

認知症の方に対し、状態に応じた適切なサービスが提供されるよう、認知症

サポート医（嘱託医）に、医療的見地からの助言を受け、支援する関係機関と

の連携や調整を図っていきます。 

また、相談・支援体制の構築、家族に対する支援、認知症ケアに携わる多職

種協働のための研修会を開催します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携 

 

 

 

 

（地域包括支援センターに配置） 

相談 

訪問・支援 

複数の専門職による 
個別の訪問支援など 

 

地域の実態に応

じた認知症施策

の推進（医療・介

護・地域資源と専

門相談等） 

認知症地域 

支援推進員  

助言 
指導 

 

相談 
情報提供 

認知症初期集中支援チーム 

認知症

サポー

ト医(専

門医) 

医療系 

介護系 

職員 
 

 

（近隣地域） 

本人、家族 
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事業名 認知症サポーター養成事業の推進 

事業内容 

認知症に関する正しい理解の普及を図るため、認知症サポーター養成講座

を開催します。講座修了者には、その証として「オレンジリング」が交付され、

認知症の方やその家族が安心して暮らし続けられる地域づくりの支援者とな

ります。 

取組の 

方向性 

小・中学生を対象としたキッズサポーターの養成や、SOS ネットワークの

担い手となる町内会・商工会・宅配業者等に対する認知症サポーターの養成に

取り組んでいきます。 

また、認知症サポーターの利活用やステップアップ、組織化を図り、認知症

の人やその家族の支援体制を構築していきます。[H43] 

 

事業名 認知症フォーラム 

事業内容 

認知症に関する知識の普及や理解を深め、認知症に関して広く住民に理解

してもらえるよう、認知症フォーラムを開催します。 

＊健康づくりフェスティバルと合同で開催 

取組の 

方向性 

認知症予防とその理解のための寸劇や、もの忘れチェックができるコーナ

ーなどを設け、多くの住民に関心を持ってもらい、地域で支え合うことを意識

してもらえるようフォーラムの内容を充実させます。 

 

事業名 認知症ケアパスの普及 

事業内容 

認知症の発症から進行状況にあわせて、認知症の人が、いつ、どこで、どの

ような医療や介護サービスを受ければ良いかを分かりやすくまとめた認知症

ケアパス「認知症支え合いガイド」により、認知症についての住民の理解を深

めます。 

取組の 

方向性 

認知症ケアパスの見直しを毎年行い、内容の充実を図っていきます。広報や

ホームページ等での公表のほか、地域住民、関係機関や介護支援専門員等の認

知症高齢者に関わる職種の方等への配布周知を行い、住民の理解が深まるよ

う取り組みを行います。 

 

事業名 もの忘れ検診事業の推進 

事業内容 

認知症の早期発見・早期治療に向けた取組として、タッチパネルを使用した

「もの忘れチェック」を行います。 

気軽に受診してもらえるよう、町内会や老人クラブ、ふれあいの場等の集ま

りに出向いて行う「出前もの忘れチェック」も実施します。 

取組の 

方向性 

「もの忘れチェック」を継続により、認知症を早期に発見して医療機関につ

なぐ取組を推進していきます。 
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事業名 認知症カフェの推進 

事業内容 

認知症の方が住み慣れた地域で自分らしい生活を継続でき、みんなで支え

るまちづくりを推進するため、認知症の方とその家族、地域住民や医療・介護・

福祉専門職等の誰もが参加し、集うことができる場として認知症カフェを開

催します。 

取組の 

方向性 

町内の事業所等でのカフェ開設に向け、開設及び運営に関する補助制度を

周知します。 

 

事業名 認知症への理解を深めるための普及・啓発の推進 

事業内容 

認知症予防や早期対策の重要性について、高齢者だけではなく、家族や地域

の意識の向上につながるよう、広く周知を行うとともに、関係団体等と連携し

た情報発信に取り組みます。 

取組の 

方向性 

認知症になっても希望をもって暮らせる地域をつくっていくため、世界ア

ルツハイマーデー（毎年 9 月 21 日）及び月間（毎年 9月）を普及・啓発の

機会と捉え、認知症に関するポスター・リーフレットの掲示や町施設等を認知

症支援の色であるオレンジ色にライトアップをするなど、認知症の啓蒙を実

施します。 

 

事業名 若年性認知症対策の充実 

事業内容 

若年性認知症の人が、発症初期の段階から、その症状・社会的立場や生活環

境等の特徴を踏まえ、認知機能が低下してもできることを可能な限り続けな

がら適切な支援を受けられるよう、啓発媒体を活用します。 

取組の 

方向性 

若年性認知症は、職場の同僚が気づくことが多いことから、職場における病

気に対する理解促進や相談できる場の周知に取り組みます。また、本人・家族・

職場からの相談に応じ、障がい部門と連携し就労支援等の支援を行っていき

ます。 
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４ 生活支援サービスの体制整備 

 

事業名 生活支援コーディネーターの活動推進 

事業内容 

地域の社会資源と住民ニーズの把握による新たな福祉サービスの開発・育

成や、関係機関の関係者の引き合わせ・コーディネートにより、福祉ネットワ

ークの構築を進め、地域におけるニーズと取組のマッチングを行う生活支援

コーディネーターを配置し、地域の支え合いとコーディネート機能を推進し

ます。 

取組の 

方向性

[H44] 

「住まい・医療・介護・予防・生活支援」の五つが一体的に提供される仕組

みを更に発展させるため、生活支援コーディネーターを２名配置し、高齢者の

在宅生活の継続性を高めるとともに、情報共有体制を図り、地域課題を解決し

ていく役割を果たしていきます。 

 

事業名 生活支援・介護予防体制整備推進協議体[H45]の活性化 

事業内容 

「生活支援コーディネーターの組織的な補完による地域ニーズ・地域資源

の把握の場」「地域づくりにおける意識の統一・情報交換・働きかけの場」「生

活支援等サービスに係る企画、立案、方針策定を行う場」として設置された協

議体[H46]において、多様な主体間の情報共有及び連携・協働による資源開発

等を推進し、生活支援・介護予防サービスの体制を強化します。 

取組の 

方向性 

町の事業展開については生活支援・介護予防体制整備推進協議会で審議を

行い、多様な主体間の情報共有及び連携・協働による資源開発等を推進し、日

常生活上の支援体制の充実・強化及び高齢者の社会参加の推進を一体的に図

っていきます。 

 

事業名 買い物支援事業[H47] 

事業内容 

日常生活品等の入手方法や入手のために必要な機能は、居住エリアや生活

環境、個人の状況等によって大きく異なるため、高齢者一人ひとりに適した仕

組みによって、買い物の利便性と生活支援体制を図ります。 

取組の 

方向性 

高齢者一人ひとりの多様なニーズと地域を取り巻く状況を踏まえ、町内の

商店・スーパー等と連携し、「買い物バス」「買い物代行宅配」「移動販売」の

３形態によって、移動手段がない人や外出が困難な人など、買い物難民・買い

物弱者となっている高齢者等のサポートに取り組んでいきます。 

また、今後更なる高齢化の進展により、運転免許証の返納者や独居高齢者の

増加が予測されているため、今現在買い物に不便を感じている人だけでなく、

５年後１０年後の変化を予測し、中長期的な視野を持って効果がある仕組み

を構築していきます。 
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５ 見守られている安心感が持てる取組の推進 

 

事業名 地域見守り推進事業 

事業内容 

地域共生社会の実現の枠組に「見守りネットワーク推進事業」を位置づけ

し、挨拶や声がけ等から地域でのつながりが実感できる顔の見える関係づく

りを行うとともに、見守り活動の実施により住民がお互いに支え合うことが

できるコミュニティへの発展を目指します。 

取組の 

方向性 

「声がけ等により地域住民全体で見守る環境づくり」「見守る側の負担軽減

や見守られる側の意識啓発等の体制づくり」「関係機関及び身近な事業者やラ

イフライン関係事業所等と連携した見守りネットワーク体制構築」を軸に見

守り体制の構築及び強化を推進していきます。 

 

 

６ 緊急時の不安を軽減する対策の推進 

 

事業名 救急医療情報キット 

事業内容 

一人暮らし高齢者や高齢者世帯等を対象に、救急要請時において医療機関

への情報提供、家族への連絡がスムーズになされるよう、個人の医療情報や家

族情報（緊急時の連絡先）などが記入できるキットを配布します。 

＊キットは冷蔵庫内に保管し、救急隊員が緊急時に対応 

取組の 

方向性 

民生児童委員等の協力を得ながら継続して普及啓発活動をし、緊急時にス

ムーズに対応できるようにしていきます。 

 
実績見込 計画 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

登録者数（人） 156 160 163 166 

 

事業名 福祉安心電話設置 

事業内容 

一人暮らしの高齢者を対象に、体調不良による緊急時の連絡や、相談が簡単

にできるように福祉安心電話を設置します。 

＊普段いる部屋に本体を設置し、夜間や室内移動時にはペンダント型を装着

します。ボタンを押すことで県社協及び町社協に通報され、協力員や民生・児

童委員へ連絡がいく体制がとなっています。 

取組の 

方向性 

継続して普及啓発と活用の促進を図り、緊急時に抵抗なく使用できるよう

普段の安否確認に使用しながら、活用できるよう支援していきます。 

 
実績見込 計画 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

登録者数（人） 56 59 62 65 
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事業名 避難行動要援護者対策 

事業内容 

町内会や関係機関等と連携し、災害発生時に自力で避難することが困難な

高齢者等の避難支援体制の構築に取り組むとともに、災害時に支援を要する

高齢者等が迅速に福祉避難所へ移動できるよう関係機関（介護支援専門員、介

護タクシー等）と連携します。 

取組の 

方向性 

受入れ体制は徐々に整ってきましたが、今後は、誰がどの福祉避難所にどの

ような移動手段で避難するか等の個別の避難計画を立て、要援護者の避難が

スムーズに行えるよう支援していきます。 

 

事業名 高齢者等見守りネットワーク推進会議 

事業内容 

高齢者等が住み慣れた地域で安心して暮らしていけるよう、見守りネット

ワーク体制を整備するため、「高齢者等 SOS ネットワーク推進委員会」を設

置し「高齢者 SOS ネットワーク推進会議」を開催します。 

取組の 

方向性 

町内の関係機関（警察署・消防署・郵便局・銀行・商工会等）、介護事業所、

町内会、民生委員、老人クラブなどと連携し、日常的な見守りのほか、認知症

高齢者等の見守り、高齢者虐待防止の見守り等、高齢者が安心して生活できる

ような地域での見守り体制を強化します。 

 

事業名 徘徊高齢者等ＳＯＳネットワーク事業 

事業内容 
認知症の方が住み慣れた地域で自分らしい生活を継続できるよう、徘徊高

齢者等の SOS ネットワーク体制を整備します。 

取組の 

方向性 

徘徊高齢者等の登録制度とし、地域の様々な事業所等へ協力依頼をし、町全

体で行方不明になった徘徊高齢者等を発見できる体制を整備します。 

 

 

７ 地域共生社会の実現に向けた取組 

 

事業名 地域共生社会の実現に向けた取組 

事業内容 

社会福祉法第 106 条の 3 の規定により、地域住民等及び支援関係機関に

よる地域福祉推進のため、相互の協力が潤滑に行われる体制の整備や地域生

活課題の解決につながる支援が包括的に提供される体制の整備を行いまし

た。 

平成 30 年度より「あんしん相談窓口あじがさわ（多機関による包括的支援

体制構築事業/社会福祉法人鯵ヶ沢町社会福祉協議会に委託）」を開設して実

施しています。 

また、令和２年度からは地域づくり事業として「見守りネットワーク推進事

業」を実施しています。 
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取組の 

方向性 

平成 30 年度に策定した「地域福祉計画」の見直しを図るとともに、多種多

様な支援を必要とする住民に適切なサービスを提供できる体制づくりを進め

ていきます。 

また、改正社会福祉法（令和３年度施行）により、高齢者、障がい者、子ど

も子育て世帯、生活困窮者等に対して包括的に相談支援及び対応可能な体制

の構築を地域住民や各種団体等を巻き込んで進めていきます。 

 
実績見込 計画 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

支援利用件数（件） 20 23 26 30 

 

 

８ 家族介護者への支援 

 

事業名 家族介護者の集い 

事業内容 

要介護高齢者（寝たきりや認知症の方等）を介護している家族を対象に、介

護方法や介護技術の習得、介護者の健康づくりの知識の普及とともに、参加者

同士の交流や心身のリフレッシュを図るため、年 1 回、開催します。 

取組の 

方向性 

家族介護者が抱える様々な不安や負担を引きだし、仕事や生活等との両立

リスクや健康リスクを早期に発見できるよう、家族介護者の孤立防止と社会

参加のため家族の交流機会を増やしていきます。 

 
実績見込 計画 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数（人） 10 12 14 16 

 

事業名 家族介護用品支給事業 

事業内容 

重度（要介護４・５）の要介護高齢者を自宅で介護する低所得世帯（前年度

町民税非課税世帯）の家族の経済的負担の軽減と要介護高齢者の在宅生活の

継続及び向上を図るため、町内指定事業者において紙おむつ等と引き替えが

できる介護用品支給券を支給します。 

取組の 

方向性 

おむつの支給制度は在宅介護を守り、介護離職防止に役割を果たしている

ことから、今後も介護用品支給事業を継続し、低所得者への支援、在宅介護継

続を推進していきます。 

 
実績見込 計画 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数（人） 11 10 10 10 
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施策の柱④ 権利擁護に関する相談の充実と適切な支援[H48] 

高齢者の増加に伴い、高齢者虐待や消費者被害の増加、認知症等によって、自己の判

断のみでは意思決定に支障のある高齢者数が増大するなど、高齢者を取り巻く課題が複

雑化しています。地域生活で困難を抱えた高齢者を成年後見制度等の権利擁護を目的と

したサービス・制度につなぐことにより、高齢者の虐待防止及び権利擁護を図ります。 

 

１ 権利擁護体制の充実 

 

事業名 地域連携ネットワークによる体制整備 

事業内容 

地域連携ネットワークの体制を整備し、権利擁護支援が必要な人の早期発

見・支援、早期の段階からの相談・対応体制の整備、意思決定支援・身上保

護を重視した成年後見制度の運用に資する支援体制の構築の役割を果たし

ていきます。 

＊地域連携ネットワークとは…本人を後見人とともに支える「チーム」と、

地域における「協議会」等の体制づくりの２つの基本的仕組みを有するも

のとして構築が進められるべきとされています。また、地域連携ネットワ

ークを整備し協議会等を適切に運営していくためには、「中核機関」が必要

とされており、様々なケースに対応できる法律・福祉等の専門職団体や関

係機関等から協力を得られる体制づくりと、地域における連携・対応強化

の主導役としての役割が期待されています。 

取組の 

方向性 

地域連携ネットワークづくり及び中核機関の設置にあたっては、本町にお

ける後見業務及び権利擁護事業を行っている権利擁護センターあじがさわ

（鯵ヶ沢社会福祉協議会）と連携し、①広報機能、②相談機能、③制度利用促

進機能（受任者調整、担い手の育成・活動の促進）、④後見人支援の機能を果

たしていくこととし、町民一人ひとりの権利擁護を積極的に推進し、町民力の

醸成による一体的な地域づくりを目指します。 

 

事業名 高齢者虐待防止 

事業内容 

高齢者虐待の予防・早期発見を目的に広報等で普及啓発を行い、地域で見守

りをしている民生委員等への協力依頼を実施します。また、「高齢者虐待対応

フロー」を活用し、関係部署や関係機関と連携します。 

取組の 

方向性 

高齢者虐待の予防、早期発見、早期対応、虐待対応後の見守り等の支援体制

を構築するため、「高齢者等見守りネットワーク会議」を開催し、高齢者虐待

防止と高齢者の権利擁護を図っていきます。 

 
実績見込 計画 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

虐待対応件数（人） 3 3 3 3 
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事業名 成年後見制度等の活用促進 

事業内容 

認知症等により判断能力が不十分な高齢者や、生活上に何らかの問題を抱

え、解決できずに困難な状況にある高齢者に対し、地域の関係者との連携によ

り、尊厳のある生活を保ち、地域で安心して生活できるよう支援します。 

取組の 

方向性 

支援を必要とする方の状況に応じて、日常生活自立支援事業・地域あんしん

生活保障事業・成年後見制度等を活用し、福祉サービス利用にあたって必要な

契約や各種行政手続き、金銭管理等の支援が受けられるよう支援します。 

また、成年後見の申立てをする親族がいない高齢者等に対しては、町長が申

立てを行い、高齢者の権利の保護を図ります。 

 
実績見込 計画 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

町長申し立て件数（人） 1 1 1 1 

 

事業名 成年後見制度の報酬助成等 

事業内容 

成年後見制度利用支援事業による申立て費用の助成及び親族以外の第三者

に対する後見等報酬の助成を行うことで、利用者が安心して成年後見制度を

利用できるよう支援を行います。 

取組の 

方向性 

経済的に困窮している場合でも成年後見制度の利用ができるよう、家庭裁

判所への申立てに要する費用及び報酬費用の助成による経済的な支援を継続

していきます。 

 
実績見込 計画 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

報酬助成件数（件） 8 8 9 10 

 

事業名 消費者被害防止施策の推進 

事業内容 

高齢者が、訪問販売等の悪質商法や、振り込め詐欺・還付金詐欺等のいわゆ

る特殊詐欺に遭うことは、経済的な基盤を失うだけでなく、日々の生活や将来

への不安を抱えることにつながるため、悪質事業者から高齢者を守り、関係機

関との連携により高齢者を守る体制の充実を図ります。 

取組の 

方向性 

消費者被害を未然に防ぐため、消費生活に関する情報や相談事例、悪質商法

への対処法等などの啓発資料を高齢者の目に触れる機会が多い施設などに配

架し注意喚起を行うほか、高齢者の身近な相談窓口として親しみやすく気軽

に相談しやすい環境づくりに努めます。 

また、消費者被害を把握した場合は、青森県消費生活センターや警察署等の

関係機関と連携し、被害者の支援を行います。 
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基本目標 Ⅲ 高齢者が安心して暮らし続け、サービスを受けられるまち 

施策の柱⑤ 安定したサービス提供のための介護基盤の整備 

要介護状態となってもこれまでの住まいに住み続けられるよう、また、住み続けるこ

とが困難である場合には高齢者の生活ニーズに合った住まいで生活できるよう、介護サ

ービス給付や住まいの場を提供し、多様なニーズに対応します。 

また、働きやすい職場づくりや介護職員の負担軽減等につながるよう、介護職員の定

着支援を推進します。 

 

１ 住環境の整備 

 

事業名 安心して住み続けられる環境の整備 

事業内容 

突然の事故や病気で、これまでの住まいにそのまま住み続けることが困難

になる場合に、要介護状態になっても住み慣れた自宅で暮らせるよう、自宅等

の住宅改修（手すりの取付けやバリアフリー化など）や、車いすなどの福祉用

具購入等のサポートを行います。 

取組の 

方向性 

住宅のバリアフリー化による転倒事故の防止や介護予防・自立支援に繋が

るため、サービスの利用者の状態に適した支援を行います。 

 

事業名 高齢者の生活ニーズに合った住まいの提供 

事業内容 

高齢者の福祉ニーズも多様化・複雑化し、高齢者等のうち自宅での生活が困

難な方について、高齢者の生活ニーズに合った、安心して生活できる住まいづ

くりを推進します。 

取組の 

方向性 

ア 町内の高齢者向け住まい 

多様な介護ニーズの受け皿となる施設入所系事業所や有料老人ホーム等

の住宅について、質の確保を図り、安心して生活できる住まいづくりを推進

します。 

サービス種類 施設数 定員数 

特別養護老人ホーム・老人保健施設 

（※地域密着型を含む） 
３施設 179 人 

認知症対応型共同生活介護 

（グループホーム） 
５施設 90 人 

有料老人ホーム・サービス付き高齢

者住宅 
３施設 60 人 

軽費老人ホーム 

（ケアハウス） 
１施設 30 人 
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取組の 

方向性 

（つづき） 

イ 養護老人ホーム 

生活困窮者や社会的に孤立するなど多様な生活課題を抱える高齢者につ

いて、自立した日常生活と社会的活動に参加するために必要な指導、訓練等

を養護老人ホームにおいて実施します。 

特に高齢者虐待の緊急性や状況によっては、老人福祉法に規定するやむ

を得ない事由による措置制度を活用し、虐待者からの分離を図り老人ホー

ム等へ入所させます。 

＊町内設置数 なし 

（対象者は、他市町村に設置された施設へ措置入所となる） 

ウ 公営住宅 

公営住宅整備の際は、高齢化社会に対応した人にやさしい住宅づくりの

考え方を取り入れた公営住宅のバリアフリー化を関係機関に働きかけま

す。 

＊町営住宅 165 戸、うちバリアフリー等対応は 25 戸 

 

 

２ 介護サービス・介護予防サービスの供給体制整備 

 

介護ニーズの高い 85 歳以上の[H49]人口の増加による介護ニーズの増加、認知症高齢者や

独居高齢者数の増大が見込まれています。高齢者が住み慣れた地域で自分らしく、安心して

生活ができるよう、住民ニーズを捉え、適正な基盤整備を図っていきます。 

※ 事業名欄に◎[H50]が付されているサービスは、原則として鰺ヶ沢町民のみ利用する

ことができる「地域密着型サービス」です。 

 

＜自宅で利用するサービス＞ 

事業名 訪問介護（ホームヘルプサービス） 

事業内容 

ホームヘルパーが居宅を訪問し、入浴・排泄・食事等の介護（身体介護）や、

調理・洗濯・掃除等の家事（生活援助）、生活等に関する相談や助言、そのほ

かの必要な日常生活の世話を行います。 

取組の 

方向性 

居住系サービスの中で最も利用者が多く、今後も多くの利用が見込まれる

ことから、これに対応したサービスの量及び質の確保に努めます。 

 
実績見込 計画 （参考） 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 7年度 令和 22年度 

予防給付 人       

介護給付 
回 2,397.6  2,530.6  2,451.7  2,427.2  2,425.7  1,887.7  

人 124  134  131  130  129  100  

 

  



 

 

60 

 

 

事業名 訪問入浴介護／介護予防訪問入浴介護 

事業内容 居宅を訪問し、簡易浴槽を利用した入浴介護を行います。 

取組の 

方向性 

利用はあまり多くありませんが、家族介護者の負担を軽減し、重度の介護者

が可能な限り自宅で生活できるようサービスの利用促進を図ります。 

 
実績見込 計画 （参考） 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 7年度 令和 22年度 

予防給付 
回 0 0 0 0 0 0 

人 0 0 0 0 0 0 

介護給付 
回 29  29.2  29.2  29.2  29.8  15.2  

人 6  6  6  6  6  3  

 

事業名 訪問看護／介護予防訪問看護 

事業内容 
主治医の判断に基づき、看護師などが居宅を訪問して、病状の観察や床ずれ

の手当など心身機能の維持回復のために療養生活の支援を行います。 

取組の 

方向性 

今後も在宅医療の充実が求められる中で、安定したサービスの量及び質を

維持することに努めます。 

 
実績見込 計画 （参考） 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 7年度 令和 22年度 

予防給付 
回 0 0 0 0 0 0 

人 0 0 0 0 0 0 

介護給付 
回 45.3  22.8  20.6  20.8  20.8  16.2  

人 7  10  9  9  9  7  

 

事業名 訪問リハビリテーション／介護予防訪問リハビリテーション 

事業内容 

主治医の指導に基づき、理学療法士や作業療法士、言語聴覚士が居宅を訪問

し、日常生活の自立を助けるために理学療法や作業療法、そのほか必要なリハ

ビリテーションを行います。 

取組の 

方向性 

利用はあまり多くありませんが、日常生活の自立と家庭内、更には社会参加

の向上がなされるよう、サービスの利用促進を図ります。 

 
実績見込 計画 （参考） 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 7年度 令和 22年度 

予防給付 
回 0 0 0 0 0 0 

人 0 0 0 0 0 0 

介護給付 
回 44.6  44.2  46.2  45.7  46.4  34.4  

人 4  4  4  4  4  3  
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事業名 居宅療養等管理指導／介護予防居宅療養管理指導 

事業内容 
医師、歯科医師、薬剤師、管理栄養士などが、通院が困難な人の居宅を訪問

し、心身の状況や環境などを把握して、療養上の管理及び指導を行います。 

取組の 

方向性 

今後も在宅医療の充実が求められる中で、安定したサービスの量及び質を

維持することに努めます。 

 
実績見込 計画 （参考） 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 7年度 令和 22年度 

予防給付 人 0 0 0 0 0 0 

介護給付 人 15  15  15  15  15  11  

 

事業名 ◎定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

事業内容 
重度者をはじめとした要介護高齢者の在宅生活を支えるため、日中・夜間を

通じて、定期巡回と随時対応による訪問介護と訪問看護を行います。 

取組の 

方向性 

町内には事業所はありませんが、在宅介護を支えるサービスであることか

ら、ニーズの動向によりサービス確保の検討を行います。 

 
実績見込 計画 （参考） 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 7年度 令和 22年度 

予防給付 人       

介護給付 人 0  0  0  0  0  0  

 

事業名 ◎夜間対応型訪問介護 

事業内容 
夜間でも安心して在宅生活が送れるように、巡回や通報システムによる夜

間専用の訪問介護を行います。 

取組の 

方向性 

町内には事業所はありませんが、在宅介護を支えるサービスであることか

ら、ニーズの動向によりサービス確保の検討を行います。 

 
実績見込 計画 （参考） 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 7年度 令和 22年度 

予防給付 人       

介護給付 人 0 0 0 0 0 0 

 

  



 

 

62 

 

 

＜自宅から通って利用するサービス＞ 

事業名 通所介護（デイサービス） 

事業内容 

利用者がデイサービスセンターへ通所し（又は送迎を行い）、食事、入浴な

どの日常生活上の世話や、健康状態の確認、相談、助言、機能訓練、レクリエ

ーションなどのサービスを日帰りで行います。 

取組の 

方向性 

通所系サービスの中で最も利用者が多く、今後も多くの利用が見込まれる

ことから、これに対応したサービスの量及び質の確保に努めます。 

 
実績見込 計画 （参考） 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 7年度 令和 22年度 

予防給付 人       

介護給付 
回 667  743.6  734.9  734.0  727.7  557.1  

人 85  96  95  95  94  72  

 

事業名 ◎地域密着型通所介護 

事業内容 
通所介護と同内容の事業を実施します（介護保険法の改正で、18人以下の

小規模事業所が、地域密着型サービスに位置づけられたものです）。 

取組の 

方向性 

サービスの利用量は、ここ数年安定していますが、今後もニーズに応じたサ

ービス提供体制の確保に努めます。 

 
実績見込 計画 （参考） 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 7年度 令和 22年度 

予防給付 人       

介護給付 
回 398.2  433.4  432.2  425.6  424.8  325.1  

人 48  52  52  51  51  39  

 

事業名 通所リハビリテーション／介護予防通所リハビリテーション（デイケア） 

事業内容 

利用者が老人保健施設や病院、診療所等へ通所し（又は送迎を行い）、心身

の機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助けるための理学療法や作業療

法等のリハビリを行います。 

取組の 

方向性 

予防給付・介護給付ともに利用者が多く、今後も多くの利用が見込まれるこ

とから、これに対応したサービスの量及び質の確保に努めます。 

 
実績見込 計画 （参考） 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 7年度 令和 22年度 

予防給付 人 39  44  43  43  42  32  

介護給付 
回 510.6  576.4  576.8  575.3  569.6  432.0  

人 65  73  73  73  72  55  
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事業名 ◎認知症対応型通所介護 

事業内容 
認知症の人がデイサービスセンターへ通い、食事や入浴などの日常生活上

の援助のほか、専門的なケアを日帰りで行います。 

取組の 

方向性 

町内に１事業所が開設されていますが、現在休止中であることから、早期再

開に向け働きかけを行っていきます。 

 
実績見込 計画 （参考） 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 7年度 令和 22年度 

予防給付 人 0  0  0  0  0  0  

介護給付 
回 12.6  0.0  7.4  26.6  26.3  13.5  

人 2  0  1  3  3  2  

 

＜短期間、施設に宿泊するサービス＞ 

事業名 短期入所生活介護／介護予防短期入所生活介護（ショートステイ） 

事業内容 
特別養護老人ホームなどへ短期間入所し、入浴、排泄、食事などの介護、そ

のほかの日常生活上の世話や機能訓練などを行います。 

取組の 

方向性 

自宅にこもりきりの利用者の孤立感解消のほか、家族介護者の負担軽減に

も繋がることから、在宅生活継続のため、サービスの利用促進を図ります。 

 
実績見込 計画 （参考） 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 7年度 令和 22年度 

予防給付 
回 0.0  1.0  1.0  1.0  1.0  1.0  

人 0  1  1  1  1  1  

介護給付 
回 522.4  476.2  494.8  499.0  474.4  417.6  

人 24  26  27  27  26  23  

 

事業名 短期入所療養介護／介護予防短期入所療養介護（ショートステイ） 

事業内容 
介護老人保健施設などに短期間入所して、医療上のケアを含む日常生活上

の支援や機能訓練、医師の診察などを行います。 

取組の 

方向性 

サービスの利用者は短期入所生活介護に比べて少なくなっていますが、引

き続き利用者のニーズに応じたサービスの提供を行います。 

 
実績見込 計画 （参考） 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 7年度 令和 22年度 

予防給付 
回 0 0 0 0 0 0 

人 0 0 0 0 0 0 

介護給付 
回 56.4  55.7  55.3  54.9  55.7  35.9  

人 4  4  4  4  4  3  
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＜訪問と通所の複合型なサービス＞ 

事業名 ◎小規模多機能型居宅介護／介護予防小規模多機能型居宅介護 

事業内容 
通いを中心に、利用者の選択に応じて訪問や泊まりのサービスを組み合わ

せたサービス提供を行います。 

取組の 

方向性 

休止中であった事業所の再開により、町内に１事業所が確保されました。複

合的なサービス提供のニーズは高いことから、安定したサービスの量及び質

の確保に努めます。 

 
実績見込 計画 （参考） 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 7年度 令和 22年度 

予防給付 人 0 0 0 0 0 0 

介護給付 人 0  3  6  8  8  6  

 

事業名 ◎看護小規模多機能型居宅介護 

事業内容 
訪問・通い・泊まりの介護サービスに訪問看護のサービスを組み合わせ、介

護と看護を一体的に提供します。 

取組の 

方向性 

町内には事業所はありませんが、在宅介護を支えるサービスであることか

ら、ニーズの動向によりサービス確保の検討を行います。 

 
実績見込 計画 （参考） 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 7年度 令和 22年度 

予防給付 人       

介護給付 人 0  0  0  0  0  0  

 

＜生活環境を整えるためのサービス＞ 

事業名 福祉用具貸与／介護予防福祉用具貸与 

事業内容 
心身の機能が低下し日常生活に支障のある利用者に、日常生活の自立を助

けるための福祉用具の貸出を行います。 

取組の 

方向性 

自立支援に必要なサービスであることから、適切なケアマネジメントによ

る適切な利用を促進していきます。 

 
実績見込 計画 （参考） 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 7年度 令和 22年度 

予防給付 人 42  41  41  40  40  30  

介護給付 人 156  159  158  156  155  118  
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事業名 特定福祉用具購入[H51]／特定介護予防福祉用具購入 

事業内容 
福祉用具のうち、貸与になじまない入浴・排泄などに供する福祉用具等を事

業者から購入したとき、その購入費が支給されます。 

取組の 

方向性 

自立支援に必要なサービスであることから、適切なケアマネジメントによ

る適切な利用を促進していきます。 

 
実績見込 計画 （参考） 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 7年度 令和 22年度 

予防給付 人 0  1  1  1  1  0  

介護給付 人 2  2  2  2  2  2  

 

事業名 住宅改修費／介護予防住宅改修費[H52] 

事業内容 

心身の状況や住宅の状況から必要と認められた利用者に、手すりの取付け

や段差解消などの住宅改修をしたとき、支給限度額に負担割合を乗じた額を

上限として支給します。 

取組の 

方向性 

在宅での生活を続ける上で必要なサービスであることから、引き続き利用

者のニーズに応じたサービスの提供を行います。 

 
実績見込 計画 （参考） 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 7年度 令和 22年度 

予防給付 人 1  1  1  1  1  0  

介護給付 人 1  2  2  2  2  1  

 

＜生活の場を自宅から移して利用するサービス＞ 

事業名 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

事業内容 
常時介護が必要で自宅での生活が困難な人に、食事・入浴・排泄などの日常

生活上の支援や介護を行います。 

取組の 

方向性 

サービスの利用量は、ここ数年安定していますが、今後もニーズに応じたサ

ービス提供体制の確保に努めます。 

 
実績見込 計画 （参考） 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 7年度 令和 22年度 

予防給付 人       

介護給付 人 47  48  48  47  47  37  
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事業名 介護老人保健施設（老人保健施設） 

事業内容 
病状安定期にあり入院治療の必要のない利用者に対し、在宅復帰できるよ

う、リハビリテーションを中心としたケアや介護を行います。 

取組の 

方向性 

サービスの利用量は、ここ数年安定していますが、今後もニーズに応じたサ

ービス提供体制の確保に努めます。 

 
実績見込 計画 （参考） 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 7年度 令和 22年度 

予防給付 人       

介護給付 人 114  113  112  111  110  85  

 

事業名 介護療養型医療施設（療養病床等）・介護療護院 

事業内容 

療養型病床群等をもつ病院及び診療所の介護保険適用部分（介護療養病床）

に入院する利用者に対し、医療を中心として、看護・介護・リハビリテーショ

ンなどを行います。 

取組の 

方向性 

介護療養型医療施設については令和 5 年度までとなることから、現利用者

の利用者の状態に応じた適切なサービスの提供を行います。 

介護療養型 

医療施設 

実績見込 計画 （参考） 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 7年度 令和 22年度 

予防給付 人       

介護給付 人 11  11  11  11    

介護療護院 
実績見込 計画 （参考） 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 7年度 令和 22年度 

予防給付 人       

介護給付 人 1  1  1  1  12  9  

 

事業名 ◎地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

事業内容 
居宅において適切な介護を受けることが困難な利用者に対し、食事や入浴、

機能訓練などを行います。 

取組の 

方向性 

町内に１事業所が開設されており、利用率も定員の 9 割を超え安定してい

ますが、引き続きニーズに応じたサービス提供体制の確保に努めます。 

 
実績見込 計画 （参考） 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 7年度 令和 22年度 

予防給付 人       

介護給付 人 28  28  27  27  27  20  
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事業名 
◎認知症対応型共同生活介護／介護予防認知症対応型共同生活介護 

（グループホーム） 

事業内容 
認知症の人が、少人数で共同生活を行う施設において、家庭的な雰囲気の中

で、食事や入浴などの介護や支援、機能訓練を行います。 

取組の 

方向性 

町内に５事業所が開設していますが、今後、認知症高齢者の増加が見込まれ

るため、ニーズに応じたサービス提供体制の確保に努めます。 

 
実績見込 計画 （参考） 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 7年度 令和 22年度 

予防給付 人 0 0 0 0 0 0 

介護給付 人 88  88  88  87  86  72  

 

事業名 特定施設入居者生活介護／介護予防特定施設入居者生活介護 

事業内容 

有料老人ホームなどの特定施設に入居している人に、入浴、排せつ、食事等

の介護、生活等に関する相談、助言等の日常生活上の世話、機能訓練及び療養

上の世話を行います。 

取組の 

方向性 

現在、利用者はありませんが、ニーズの動向によりサービス確保の検討を行

います。 

 
実績見込 計画 （参考） 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 7年度 令和 22年度 

予防給付 人 0 0 0 0 0 0 

介護給付 人 0 0 0 0 0 0 

 

事業名 ◎地域密着型特定施設入居者生活介護 

事業内容 
定員が 29 人以下の小規模な介護専用型の特定施設に入居している人に、

食事や入浴、機能訓練などを行います。 

取組の 

方向性 

町内には事業所はありませんが、在宅介護を支えるサービスであることか

ら、ニーズの動向によりサービス確保の検討を行います。 

 
実績見込 計画 （参考） 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 7年度 令和 22年度 

予防給付 人       

介護給付 人 0 0 0 0 0 0 
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＜介護計画をつくるサービス＞ 

事業名 居宅介護支援／介護予防支援 

事業内容 

介護サービス・介護予防サービスの適切な利用ができるよう、心身の状況・

環境・本人や家族の希望等を受けて、利用するサービスの種類・内容などの計

画（ケアプラン）を作成し、サービス提供確保のため事業者等と連絡調整等を

行います。 

取組の 

方向性 

給付適正化事業により、ケアプランのチェック体制を充実する等、利用者の

ニーズに応じた適切なケアプランの作成を支援していきます。 

 
実績見込 計画 （参考） 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 7年度 令和 22年度 

予防給付 人 72  72  71  70  70  54  

介護給付 人 285  294  291  289  285  221  

 

 

３ 介護予防・日常生活支援総合事業の推進 

 

介護予防・日常生活支援総合事業のうち、要支援者及び基本チェックリストにより生活

機能の低下が認められた方が利用する「介護予防・生活支援サービス」については、多様

な主体による多様な支援体制の構築により、高齢者を支える地域の支え合いの体制づくり

を推進していきます。 

＜介護予防・生活支援サービス＞ 

事業名 訪問型サービス（第 1号訪問事業） 

事業内容 

要支援認定者又は事業対象者（以下「要支援認定者等」という。）に対し、

居宅において、生活援助を行います。 

＊ 訪問介護…介護予防訪問介護に相当するサービス 

＊ 訪問型サービス A…緩和した基準によるサービス 

＊ 訪問型サービス B…住民主体による支援 

＊ 訪問型サービス C…短期集中予防サービス 

＊ 訪問型サービス D…移動支援 

取組の 

方向性 

本町では、訪問介護相当のサービスのみ実施しています。保健・医療の専門

職種や住民ボランティア（育成含む）の活用等により、訪問型サービスＢ・Ｃ・

Ｄの多様なサービスの実施を目指します。 

 
実績見込 計画 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数（人） 47 50 50 50 
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事業名 通所型サービス（第 1号通所事業） 

事業内容 

要支援認定者等に対して、心身機能の維持・向上を図るために、施設等の居

宅以外の場所において、日常生活上の世話及び機能訓練を行います。 

＊ 通所介護…介護予防通所介護に相当するサービス 

＊ 通所型サービス A…緩和した基準によるサービス 

＊ 通所型サービス B…住民主体による支援 

＊ 通所型サービス C…短期集中予防サービス 

取組の 

方向性 

本町では、通所介護相当のサービスのみ実施しています。保健・医療の専門

職種や住民ボランティア（育成含む）の活用等により、通所型サービスＢ・Ｃ

の多様なサービスの実施を目指します。 

 
実績見込 計画 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数（人） 80 83 85 85 

 

事業名 その他の生活支援サービス（配食サービス） 

事業内容 
栄養改善を目的とした配食や、一人暮らし高齢者・高齢者世帯に対する見守

りも含めた配食サービスを実施します。 

取組の 

方向性 

支援が必要な高齢者が利用しやすいよう、サービス内容の充実とＰＲを図

っていきます。 

 
実績見込 計画 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

のべ利用者数（人） 3,750 3,800 3,850 3,900 

 

事業名 介護予防ケアマネジメント（再掲） 

事業内容 

総合事業における介護予防ケアマネジメントは、地域包括支援センターが

要支援者等に対してアセスメントを行い、本人が自立した生活が送れるよう

ケアプランを作成（一部、居宅介護支援事業所に業務を委託）します。 

取組の 

方向性 

要支援認定者等の心身の状態等の評価（アセスメント）、利用者に適したサ

ービス等の選択と計画立案（ケアプラン作成）、効果的なサービス提供のため

の調整（サービス担当者会議等）、利用効果の測定・評価（モニタリング）等

の介護予防ケアマネジメントを実施し、自立支援に向けた適切なサービス利

用につなげます。 

 
実績見込 計画 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数（人） 80 80 80 80 
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４ 事業所の整備と人材の確保 

 

事業名 介護給付等対象サービスの事業者の確保 

事業内容 

介護が必要な状態になっても、住み慣れた地域で生活するための基盤とな

るのは介護給付等サービスであることから、介護が必要な状態になっても住

み慣れた地域で生活するための基盤となる介護サービスが適切に提供される

よう、介護給付費等の状況や要介護認定者数の状況、高齢者のニーズ等を踏ま

え、地域密着型サービスの基盤整備を行います。 

取組の 

方向性

[H53] 

人口減少が加速していくなかで、介護サービスの需要の見込みにあわせて

過不足ない整備が必要であることから、県や他市町村と連携を図り、地域密着

型サービス運営委員会等における意見を踏まえ確保に向け努めていきます。 

 

事業名 介護人材の確保 

事業内容 
介護分野で働く人材の確保・育成等を行い、介護現場全体の人材不足対策を

行います。 

取組の 

方向性

[H54] 

国や県と連携し、介護報酬改定を通じた処遇改善の取組や介護の仕事の魅

力向上等の施策、学生や中高年齢者の新規参入促進、潜在介護人材の呼び戻し

などによって介護人材の確保に努めるほか、業務効率化を進め職員の負担軽

減を図るためのＩＣＴや介護ロボットの導入等を積極的にすすめ、人材の確

保と定着を促進していきます。 

 

 

５ 感染症や災害に備えた対応力の強化[H55] 

 

事業名 災害時等に備えた体制整備及び物資調達 

事業内容 

介護事業所等における災害や感染症の発生時に必要な物資についての備蓄

等を行い、県や関係団体との連携により災害・感染症発生時の支援・応援体制

を構築します。 

取組の 

方向性

[H56] 

今後数年レベルで影響が及ぶともいわれ、新しい生活様式が求められてい

る新型コロナウイルス感染症への対応として、マスクや防護具等の備蓄に加

え、介護職員等に対する徹底した研修を行い、「ウィズ・コロナ」「ポスト・コ

ロナ」社会に対応した取組を推進します。また、サービス提供事業所に義務付

けられる計画策定、研修・訓練の実施について支援を行い、サービス提供の継

続に向け、取り組んでいきます。 

近年の災害発生状況を踏まえ、災害時に支援を要する高齢者等が迅速に福

祉避難所へ移動できるよう個別の避難計画を立て、関係機関（介護支援専門

員、介護タクシー等）と連携します。 
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施策の柱⑥ 持続可能な介護保険事業の運営 

介護サービスを必要としている人が、公平かつ質の高いサービスを受けられるように、

適正な事務執行の実施や、事業者の評価・指導・監査体制の強化を図ります。 

 

１ 介護サービスの適正な量の提供及び質の向上 

 

事業名 要介護認定の適正化 

事業内容 
適切かつ公平な要介護認定の確保を図るため、要介護認定に係るすべての

認定調査票の内容の点検をし、整合を行います。 

取組の 

方向性 

更新認定申請の際は、ケアプランを担当している事業所とは別の事業所に

調査委託し、適切かつ公平な要介護認定の確保を図ります。 

また、要介護（要支援）認定における認定調査の内容について、事後点検等

を実施します。 

 

事業名 ケアプランの点検 

事業内容 

介護支援専門員（ケアマネジャー）が作成したケアプランの記載内容につい

て、事業者に資料提供を求め、介護支援専門員資格を持つ職員が点検を行いま

す。町職員等の第三者が点検及び支援を行うことにより、介護支援専門員の

「気づき」を促し、「自立支援に資するケアマネジメント」に向けた支援を行

います。 

取組の 

方向性 

介護保険サービス利用者が真に必要とするサービスを確保するとともに、

利用者の状態に適合していないサービス提供を改善するため、ケアプラン等

の記載内容について、要介護認定データとケアプランを突合させるシステム

を活用し、点検及び支援を行い、ケアマネジメント等の質の向上に取り組みま

す。 

 

事業名 福祉用具購入及び住宅改修の点検 

事業内容 
事前申請書による見積書等の点検及び必要に応じて受給者宅への訪問調査

により実態確認を行います。 

取組の 

方向性 

サービス利用者の状態にそぐわない不適切又は不要な福祉用具購入及び住

宅改修を防止するため、事前審査や完了届等による提出書類の点検を全件実

施します。そのうち、著しく高額と考えられるものや、提出書類や写真からは

現状がわかりにくいなど改修内容等に疑義が生じたケースについては、受給

者宅への訪問調査により実態確認を行います。 
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事業名 縦覧点検・医療情報との突合 

事業内容 

受給者ごとに複数月にまたがる介護報酬の支払い状況の確認や、医療保険

の入院情報との突合等により提供されたサービスの整合性、算定回数・算定日

数等の点検を行います。 

取組の 

方向性 

介護報酬の請求内容の誤り等を早期に発見して適切な処置を行うため、利

用者ごとに介護報酬の支払状況（請求明細書内容）を確認し、提供されたサー

ビスの整合性、算定回数・算定日数等の点検を行います。 

また、医療と介護の報酬について重複請求の排除等を図るため、利用者の後

期高齢者医療や国民健康保険の入院情報と介護保険の給付情報を突合し、給

付日数や提供されたサービスの整合性の点検を行います。 

 

事業名 介護給付費通知 

事業内容 
受給者本人に対して、事業者からの介護報酬の請求及び費用の給付状況等

について通知を行います。 

取組の 

方向性 

適切なサービスの利用と提供の普及啓発を図るとともに、利用したサービ

スを改めて確認することで、適正な請求に向けた取組を継続していきます。 

 

事業名 給付実績の活用 

事業内容 

青森県国保連合会で実施する審査支払いの結果から得られる給付実績を活

用して、不適切な給付や事業者を発見し、適正なサービス提供と介護費用の効

率化、事業者の指導育成を図ります。 

取組の 

方向性

[H57] 

給付実績の情報を活用し、特異な傾向の事業者を発見することで、実地指導

やケアプラン点検の課題を抽出し、事業所のサービスの質の確保・向上を図り

ます。 

 

事業名 介護保険事業者に対する指導・監査の強化 

事業内容 
介護保険事業者に対し、集団指導や実地指導等を通じて法令等の周知や運

営に関する指導・助言を行い、介護サービスの質の向上を図ります。 

取組の 

方向性 

介護保険サービスを利用する方及びその家族等が、安心してサービスを選

択できるように、事業者への支援や指導・監査体制の充実によりサービスの質

を向上させていきます。 
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＜算定方法＞ 

 

第５章 介護保険料の設定 
 

第１節 第１号被保険者（65 歳以上）の介護保険料の算定方法 

 

介護保険料は、これまでの利用実績や認定者数を基に[H58]、令和 3 年度から令和 5 年度

の要介護認定者数や介護保険サービス給付量を推計し、その算定した給付費や[H59]制度運営

等の費用総額を算出したあと、将来の被保険者数で除して算定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 [H60] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要介護・要支援認定者数の推計 

介護保険サービス給付量（サービスの利用人数、回数など）の推計 

令和２年度までの実績の分析 

× 第 1 号被保険者負担割合 

＝ 

介護保険事業費見込額 

標準給付費見込額 

・介護保険サービス給付費 

・特定入所者介護サービス費 

・高額介護サービス費 

・高額医療合算介護サービス費 

・審査支払手数料 

地域支援事業費 

第 1 号被保険者負担分相当額 

＋ 調整交付金相当額 

－ 調整交付金見込額 

－ 財政調整基金取崩額 

－ 財政安定化基金特例交付金 

 

    ÷ 予定保険料収納率 

    ÷ 所得段階別加入割合補正後 

      第 1号被保険者数（3 年分） 

    ÷ 12 か月 

保険料収納必要額 

介護保険サービス給付費や制度運営等の費用総額を算出 

保険料基準月額 

介護保険料基準額の設定 
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第２節 介護保険料基準額の設定 

 

第８期計画期間の介護保険料基準額の設定にあたって必要な各項目を推計し、保険料基準

額を算出しました。 

なお、第８期計画期間のほか、団塊の世代が 75 歳以上となる令和７（2025）年度及び

団塊ジュニア世代が 65歳以上となり現役世代が急減する令和 22（2040）年度の推計値を

参考として掲載しています。 

 

１ 介護保険サービス給付費 

予防給付サービス費・介護サービス費は、計画期間における認定者に対する介護保険サ

ービス供給量の見込みを基に算出しています。 

＜介護予防サービス費＞                        （単位：千円） 

区分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 令和22年度 

介護予防サービス 18,816  18,327  18,289  18,052  12,730  

 
訪問入浴介護[H61] 0  0  0  0  0  

訪問看護 0  0  0  0  0  

訪問リハビリテーション 0  0  0  0  0  

居宅療養管理指導 0  0  0  0  0  

通所リハビリテーション 15,649  15,160  15,160  14,923  11,246  

短期入所生活介護 66  66  66  66  66  

短期入所療養介護（老健） 0  0  0  0  0  

短期入所療養介護（病院等） 0  0  0  0  0  

短期入所療養介護(介護医療院) 0  0  0  0  0  

福祉用具貸与 1,933  1,933  1,895  1,895  1,418  

特定介護予防福祉用具購入費 471  471  471  471  0  

住宅改修費 697  697  697  697  0  

特定施設入居者生活介護 0  0  0  0  0  
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区分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 令和22年度 

地域密着型介護予防サービス 0  0  0  0  0  

 
認知症対応型通所介護 0  0  0  0  0  

小規模多機能型居宅介護 0  0  0  0  0  

認知症対応型共同生活介護 0  0  0  0  0  

介護予防支援 3,674  3,625  3,574  3,574  2,757  

計 22,490  21,952  21,863  21,626  15,487  

 

＜介護サービス費＞                          （単位：千円） 

区分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 令和22年度 

居宅サービス 297,002  295,070  294,030  290,731  225,679  

 
訪問介護 89,420  86,589  85,774  85,699  66,718  

訪問入浴介護 4,115  4,117  4,117  4,202  2,143  

訪問看護 1,247  1,146  1,161  1,161  869  

訪問リハビリテーション 1,475  1,548  1,531  1,551  1,176  

居宅療養管理指導 1,028  1,028  1,028  1,028  747  

通所介護 70,987  70,145  70,031  69,596  53,185  

通所リハビリテーション 51,898  51,970  51,810  51,383  38,844  

短期入所生活介護 46,695  48,588  49,014  46,577  41,098  

短期入所療養介護（老健） 7,607  7,554  7,501  7,562  4,596  

短期入所療養介護（病院等） 0  0  0  0  0  

短期入所療養介護(介護医療院) 0  0  0  0  0  

福祉用具貸与 20,523  20,378  20,056  19,965  15,170  

特定福祉用具購入費 503  503  503  503  503  

住宅改修費 1,504  1,504  1,504  1,504  630  

特定施設入居者生活介護 0  0  0  0  0  
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区分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 令和22年度 

地域密着型介護予防サービス 380,054  392,082  389,755  387,587  384,637  

 定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護 
0  0  0  0  0  

夜間対応型訪問介護 0  0  0  0  0  

地域密着型通所介護 42,157  42,038  41,540  41,429  31,676  

認知症対応型通所介護 0  485  1,888  1,867  913  

小規模多機能型居宅介護 0  0  0  0  0  

認知症対応型共同生活介護 263,122  263,268  260,195  257,377  215,447  

地域密着型特定施設入居者 

生活介護 
0  0  0  0  0  

地域密着型介護老人福祉施設 

入所者生活介護 
86,803  83,964  83,964  83,964  62,237  

看護小規模多機能型居宅介護 0  0  0  0  0  

地域密着型介護予防サービス 558,502  555,466  549,249  529,702  410,468  

 
介護老人福祉施設 145,848  145,928  142,700  143,364  112,677  

介護老人保健施設 361,285  358,141  355,152  351,751  271,851  

介護医療院 4,321  4,323  4,323  34,587  25,940  

介護療養型医療施設 47,048  47,074  47,074  ― ― 

居宅介護支援 52,278  51,765  51,432  50,686  39,301  

計 1,299,864  1,292,056  1,282,298  1,255,756  985,721  

 

＜総給付費＞                             （単位：千円） 

区分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 令和22年度 

合計 1,322,354  1,314,008  1,304,161  1,277,382  1,001,208  

 
在宅サービス 413,927  411,310  410,753  406,339  313,056  

居住系サービス 263,122  263,268  260,195  257,377  215,447  

施設サービス 645,305  639,430  633,213  613,666  472,705  
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２ 介護保険事業費見込額 

介護保険料の算定にあたっては、調整を行った総給付費及び特定入所者介護サービス費

と高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、審査支払手数料で構成される標準

給付費と地域支援事業費の合計を基礎とします。 

地域支援事業費については、令和２年度までの実績を踏まえ、各種取組に係る費用を国

が定めた上限額等を勘案しながら見込みます。 

（単位：円） 

区分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 令和22年度 

標準給付費見込額 1,447,400,352 1,434,558,412 1,424,353,649 1,396,186,004 1,098,642,348 

 
総給付費 1,322,354,000 1,314,008,000 1,304,161,000 1,277,382,000 1,001,208,000 

特定入所者介護 

サービス費 
76,467,093 71,421,416 70,874,935 69,830,266 53,444,301 

高額介護サービ 

ス費 
44,895,695  45,455,858  45,657,377  45,355,099  41,022,431  

高額医療合算 

介護サービス費 
2,584,910  2,564,118  2,548,335  2,511,110  1,923,987  

審査支払手数料 1,098,654  1,109,020  1,112,002  1,107,529  1,043,629  

地域支援事業費 94,999,332 94,701,911 94,325,395 94,218,061 83,572,579 

 介護予防・ 

日常生活支援 

総合事業費 

62,089,332 61,891,911 61,715,395 62,515,446 57,701,800 

包括的支援事業 

及び任意事業費 
26,400,000  26,300,000  26,100,000  24,942,615  19,110,779  

包括的支援事業 

(社会保障充実分) 
6,510,000  6,510,000  6,510,000  6,760,000  6,760,000  

介護保険事業費 

見込額 
1,542,399,684 1,529,260,323 1,518,679,044 1,490,404,065 1,182,214,927 
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３ 第１号被保険者負担分相当額 

介護保険制度においては、介護保険事業に係る費用のうち、利用者負担（１～３割）を

除いた費用の財源割合が介護保険法によって定められており、50％が公費で負担され、残

りの 50％を被保険者の保険料で負担することとされています。 

この被保険者の保険料のうち、本計画期間は原則として 23％を第１号被保険者（65歳

以上）が、残りの 27％を第２号被保険者（40～64 歳）が負担します。 

（単位：円） 

区分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 令和22年度 

介護保険事業費 

見込額 
1,542,399,684 1,529,260,323 1,518,679,044 1,490,404,065 1,182,214,927 

第 1号被保険者 

負担割合 
23.00% 23.00% 23.00% 23.40% 26.80% 

第 1号被保険者 

負担分相当額 
354,751,927 351,729,874 349,296,180 348,754,551 316,833,600 

 

４ 保険料収納必要額 

調整交付金は、市町村の財政格差を調整するために交付されるものです。第１号被保険

者に占める後期高齢者の割合や所得段階別人数の割合によって、国からの交付金額が決定

される仕組みとなっています。 

また、介護給付費準備基金を設けて事業計画期間の初年度に発生が見込まれる余剰金を

積み立てる一方で、給付費の不足が生じた場合には取り崩しを行うなど、安定した保険給

付が提供されるよう努めていきます。 

（単位：円） 

区分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 令和22年度 

第1号被保険者負担分 

相当額 
354,751,927 351,729,874 349,296,180 348,754,551 316,833,600 

調整交付金相当額 75,474,484  74,822,516  74,303,452  72,935,073  57,817,207  

調整交付金見込額 164,534,000  159,372,000  154,997,000  151,121,000  158,997,000  

介護給付費準備基金 

取崩額（３か年合計） 
60,000,000 0 0 

財政安定化基金特例 

交付金 
0 0 0 0 0 

保険料収納必要額 741,475,434 270,568,624 215,653,808 

※ 調整交付金相当額＝（標準給付費見込額＋介護予防・日常生活支援総合事業費） 

×交付割合 

※ 調整交付金見込額＝（標準給付費見込額＋介護予防・日常生活支援総合事業費） 

×調整交付金見込交付割合 
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５ 保険料基準額 

保険料基準額は、保険料収納必要額を予定保険料収納率と被保険者数（３か年合計）で

除して算定します。 

被保険者数は、第７期計画期間より若干減少したものの依然として[H62]高止まりの状況

にあり、介護給付費等の増額が見込まれています。この状況に対応するため、第８期にお

いて介護保険料の改定を行います。 

（単位：円） 

区分 令和3年度―令和5年度 令和7年度 令和22年度 

保険料収納必要額 741,475,434 270,568,624 215,653,808 

予定保険料収納率 98.40% 98.40% 98.40% 

所得段階別加入割合補正後 

第１号被保険者数（３年分） 
10,003  3,237  2,412 

保険料基準額（年額） 75,333  84,949  90,861  

保険料基準額（月額） 6,278  7,079  7,572  

※ 所得段階別加入割合補正後第 1 号被保険者数＝被保険者数×基準に対する割合 

  

◇参考：所得段階別第 1号被保険者数の見込み               （単位：人） 

区分 

基準に 

対する 

割合 

第１号被保険者数 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 令和22年度 

第１段階 0.50  1,335  1,330  1,324  1,314  1,088  

第２段階 0.75  402  399  395  389  296  

第３段階 0.75  245  244  243  240  187  

第４段階 0.90  658  653  647  636  499  

第５段階 1.00  388  385  381  374  271  

第６段階 1.20  484  478  472  459  308  

第７段階 1.30  284  280  276  268  193  

第８段階 1.50  98  96  94  90  58  

第９段階 1.70  80  79  77  75  46  
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第３節 第８期計画期間における、第１号被保険者の所得段階別保険料 

 

第８期における国の基準段階区分は、第７期と同様、町民税の課税状況や収入・所得の状

況により９段階となっています。本町では国の基準段階区分に基づき、低所得者の保険料の

軽減を図るとともに、本人所得の多い被保険者の料率を上げることで応能負担に応じた保険

料の設定を行います。 

◇第８期計画期間（令和３年度～５年度）月額保険料           （単位：円） 

段階 該当要件 保険料率 保険料月額 

第１段階 
本
人
が
住
民
税
非
課
税 

世
帯
非
課
税 

生活保護の受給者または老齢福祉年金受
給者の方 

基準額 
×0.30 

1,883 本人の前年の課税年金収入額と合計所得
金額の合計 

 

80万円以下の方 

第２段階 80万円以上 120万円以下の方 
基準額 
×0.50 

3,139 

第３段階 120万円超の方 
基準額 
×0.70 

4,395 

第４段階 
世帯
課税 

80万円以下の方 
基準額 
×0.90 

5,650 

第５段階 80万円超の方 
基準額 
×1.00 

6,278 

第６段階 

本人が 
住民税 
課税 

本人の前年の合計所得金額[yo63] 基準額 
×1.20 

7,534 

 

120万円未満の方 

第７段階 120万円以上 210[H64]万円未満の方 
基準額 
×1.30 

8,161 

第８段階 
210[H65]万円以上 320[H66]万円未満
の方 

基準額 
×1.50 

9,417 

第９段階 320[H67]万円以上の方 
基準額 
×1.70 

10,673 

◇参考 令和７年度及び令和 22 年度の第５段階月額保険料         （単位：円） 

第５段階 

本人が住民税非課税だが世帯の誰かに住
民税が課税されている場合で、本人の前年
の課税年金収入額と合計所得金額の合計
が 80万円超の方 

基準額 

×1.00 

令和７年 令和 22年 

7,079  7,572  

 

●老齢福祉年金 明治 44 年 4 月 1 日以前に生まれた人などで、一定の所得がない人や、他の年金を受給

できない人に支給される年金です。 

●課税年金収入額 国民年金・厚生年金・共済年金など課税対象となる種類の年金収入額のことです。障害

年金・遺族年金・老齢福祉年金などは含まれません。 

●合計所得金額 収入金額から必要経費に相当する金額を控除した金額のことで、扶養控除や医療費控除

などの所得控除をする前の金額です。第 1～5 段階については、「公的年金等に係る雑所

得」を控除した金額を用います。また、土地・建物の売却等に係る特別控除額がある場合

は、「長期譲渡所得及び短期譲渡所得に係る特別控除額」を控除した金額を用います。 
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１ 高齢者関連施設一覧 

令和 3 年 4月 1 日（予定） 

 

施 設 名 定員 所在地 設置(運営)主体 指定 備 考 

【訪問介護】 

 

つくし荘ヘルパーステー

ション 
― 北浮田町 社会福祉法人つくし会 県・町  

訪問介護ステーション 

しあわせ 
― 南浮田町 株式会社幸友会 県  

訪問介護ステーション 

みつわ 
― 舞戸町 有限会社フォト・テン 県・町  

ケアセンターあい ― 舞戸町 有限会社ｉあい 県  

鯵ヶ沢町社会福祉協議会 

指定訪問介護事業所 
― 舞戸町 

社会福祉法人鯵ヶ沢町社

会福祉協議会 
県・町 休止予定 

介護センターまごころ ― 舞戸町 
株式会社ディケーサービ

ス 
県・町 休止中 

【訪問入浴介護】 

 
つくし荘訪問入浴介護事

業所 
― 北浮田町 社会福祉法人つくし会 県  

【通所介護】 

 

あいデイサービス 30人 舞戸町 有限会社ｉあい 県・町  

鯵ヶ沢町社会福祉協議会 

指定通所介護事業所 
18人 舞戸町 

社会福祉法人鯵ヶ沢町社

会福祉協議会 
町  

つくし荘デイサービスセ

ンター 
25人 北浮田町 社会福祉法人つくし会 県・町  

デイサービスセンター 

健康倶楽部 
10人 舞戸町 有限会社フォト・テン 町  

デイサービスセンター 

みなみ 
15人 館前町 社会福祉法人つくし会 町  

デイサービスセンター 

やすらぎ 
10人 北浮田町 社会福祉法人つくし会 町 休止中 

【訪問リハビリ・通所リハビリ】 

 

老人保健施設ながだい荘 ― 長平町 社会福祉法人音羽会 県 訪問・通所 

つがる西北五広域連合 

鰺ヶ沢病院 
― 舞戸町 つがる西北五広域連合 県 訪問 
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施 設 名 定員 所在地 設置(運営)主体 指定 備 考 

【訪問看護】 

 

あじがさわ訪問看護ステ

ーションしあわせ 
― 舞戸町 株式会社幸友会 県  

つがる西北五広域連合 

鰺ヶ沢病院 
― 舞戸町 つがる西北五広域連合 県  

【居宅療養管理指導】 

 

つがる西北五広域連合 

鰺ヶ沢病院 
― 舞戸町 つがる西北五広域連合 県  

かなざわ歯科医院 ― 舞戸町 ― 県  

かねこ歯科医院 ― 舞戸町 ― 県  

湊谷歯科診療所 ― 舞戸町 
医療法人社団 龍仁会湊

谷歯科 
県  

すずらん調剤薬局鯵ヶ沢

店 
― 七ツ石町 

有限会社ケイエスメディ

カル 
県  

【認知症対応型通所介護】 

 グループホームやよい荘 3人 舞戸町 有限会社やよい 町 休止中 

【小規模多機能型居宅介護】 

 
小規模多機能型居宅介護

事業所ひばり野 
29人 建石町 社会福祉法人桜美会 町  

【福祉用具貸与】 

 
鯵ヶ沢町社会福祉協議会 

指定福祉用具貸与事業所 
― 舞戸町 

社会福祉法人鯵ヶ沢町社

会福祉協議会 
県  

【施設入所・短期入所】 

 

特別養護老人ホーム 

つくし荘 

50人 

北浮田町 社会福祉法人つくし会 

県 介護老人福祉施設 

10人 県 短期入所生活介護 

カノア 30人 北浮田町 社会福祉法人つくし会 県 短期入所生活介護 

老人保健施設 

ながだい荘 

100人 

長平町 社会福祉法人音羽会 

県 介護老人保健施設 

10人 県 短期入所療養介護 

特別養護老人ホーム 

ひばり野 

29人 

建石町 社会福祉法人桜美会 

町 
介護老人福祉施設

入所者生活介護 

10人 県 短期入所生活介護 
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施 設 名 定員 所在地 設置(運営)主体 指定 備 考 

【グループホーム】 

 

うぐいすの里 27人 長平町 社会福祉法人音羽会 町  

しあわせ 9人 南浮田町 株式会社幸友会 町  

にこにこ 18人 北浮田町 有限会社三英会 町  

百代ハウス 18人 北浮田町 社会福祉法人つくし会 町  

やよい荘 18人 舞戸町 有限会社やよい 町  

【居宅介護支援事業所・介護予防支援事業所】 

 

鰺ヶ沢町地域包括支援セ

ンター 
― 本町 鰺ヶ沢町 町 介護予防・総合 

鯵ヶ沢町社会福祉協議会 

指定居宅介護事業所 
― 舞戸町 

社会福祉法人鯵ヶ沢町社

会福祉協議会 
町  

居宅介護支援事業センタ

ー「けやきの里」 
― 長平町 社会福祉法人音羽会 町  

つくし荘在宅介護支援セ

ンター 
― 北浮田町 社会福祉法人つくし会 町  

居宅介護支援事業所介護

センターまごころ 
― 舞戸町 

株式会社ディケーサービ

ス 
町 休止中 

ケアプランあい ― 舞戸町 有限会社ｉあい 町 休止中 

【住まいの提供事業所】 

 

ケアハウス碧い風 30人 北浮田町 社会福祉法人つくし会 ― ケアハウス 

あっとホームあい 18人 舞戸町 有限会社ｉあい ― 有料老人ホーム 

しあわせ 10人 南浮田町 株式会社幸友会 ― 有料老人ホーム 

七福神 32人 北浮田町 社会福祉法人つくし会 ― 
サービス付き高齢

者向け住宅 

【介護タクシー事業所】 

 

つくし荘ヘルパーステー

ション・介護ケアタクシ

ー 

― 北浮田町 社会福祉法人つくし会 ―  
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２ 鰺ヶ沢町介護保険事業計画作成委員会設置要綱 
平成 11 年 5 月 31 日訓令第 4 号  

（設置）  

第 1 条  介護保険法（平成 9 年法律第 123 号）第 117 条の規定に基づき、鰺

ヶ沢町介護保険事業計画を作成するため、鰺ヶ沢町介護保険事業計画作成委員

会（以下「委員会」という。）を置く。  

（審議事項）  

第 2 条  委員会は、次に掲げる事項について審議する。  

(1) 鰺ヶ沢町介護保険事業計画の作成に関すること。  

(2) 鰺ヶ沢町老人保健福祉計画の見直しに関すること。  

（組織）  

第 3 条  委員会は、会長、副会長及び委員をもって組織する。  

2 会長及び副会長は、委員の互選により選出する。  

3 会長は、委員会を総理するとともに会議の議長となる。  

4 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。  

（構成）  

第 4 条  委員の定数は 20 名以内とし、次の者のうちから町長が委嘱をする。  

(1) 住民代表  

(2) 学識経験者  

(3) 関連する機関、施設代表  

(4) その他町長が特に認める者  

（作業部会）  

第 5 条  委員会に作業部会（以下「部会」という。）を置く。  

2 部会は、部会長、副部会長及び部会員をもって組織する。  

3 部会長は、ほけん福祉課長、副部会長は、ほけん福祉課課長代理の 2 名をも

って充てる。  

4 部会長は、部会を総理するとともに会議の議長となる。  

5 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故あるときは、その職務を代理す

る。  

（任期）  

第 6 条  委員の任期は、3 年とする。ただし、再任を妨げない。補欠により就任

した委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

（会議）  

第 7 条  委員会の会議は、町長が招集する。  

（庶務）  

第 8 条  委員会の庶務は、ほけん福祉課において行う。  

（その他）  

第 9 条  委員会の運営について必要な事項は、町長が定める。  
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３ 鰺ヶ沢町介護保険事業計画作成委員会委員名簿 

委員任期：令和２年 4月 1 日～令和 5 年 3月 31 日 

氏  名 所 属 団 体 等 備 考 

丸山 幸子 つがる西北五広域連合 鰺ヶ沢病院  

井上 雅哉 社会福祉法人 鯵ヶ沢町社会福祉協議会  

成田 勝義 鰺ヶ沢町民生委員・児童委員協議会  

木村 陽子 鰺ヶ沢町保健推進委員会  

澤田 賢治 五所川原人権擁護委員協議会 鰺ヶ沢・深浦部会  

安田 正美 元鰺ヶ沢町国保介護課課長 会長 

成田 守男 社会福祉法人 つくし会 副会長 

大福 悦子 鰺ヶ沢地区代表  

日照田 ちか子 中村地区代表  

寺沢 里志 赤石地区代表  

 

４ 鰺ヶ沢町介護保険事業計画作業部会員名簿 

 

氏  名 所属部署等 職  名 備 考 

神  広丈 ほけん福祉課 課長 部会長 

齊藤 豊実 〃 課長代理 副部会長 

笹村 寛志 〃 福祉班長  

齋藤 堤子 〃 健康推進班長  

小沼 卓志 〃 介護保険班長  

三上 かおり 〃 介護保険班  

世永 織江 〃   〃  

神  靜 〃 包括支援センター  

新保 尚子 〃   〃  

奥口 康生 〃   〃  

長谷川 美華 〃   〃  
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